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概要書 
研究目的 
本論文は、アライアンス・ポートフォリオ内におけるアライアンス関係がアライアンス
の構築に与える影響について、定性的情報と定量データの両方を用いた事例を通して考察
していくことを目的としたものである。 
 
問題背景 
これまでのアライアンス研究の主な分析単位は、企業間のダイアドの関係であった。特
定の企業と特定の企業の間の一対一のアライアンスについて、そのパフォーマンスや構築
のロジックについて論じられてきたのである（Gulati, 1998）。 
しかし、実際には企業は多くの企業と多様なアライアンスを構築している。そのような
状況下では、異なるパートナーと形成した多様なアライアンスを企業は持つことになる
（Hoffmann, 2007; Lavie, 2006, 2007; Ozcan & Eisenhardt, 2009; Wassmer, 2010）。この
ようなときは、どのような構成でアライアンスを持つのか、そして複数のアライアンスを
どのように管理するのかが問題となる。 
そのようなときに必要となるのは、個別のアライアンスを分析単位とするのではなく、
ひとつの企業が構築しているアライアンス全体を分析単位として、アライアンスを捉え直
すことである。ある企業を焦点企業としたとき、焦点企業とある企業とのアライアンスは、
他の企業とのアライアンスにも影響すると考えられる。個別のアライアンスではなく、ア
ライアンス全体に焦点を当てないことには、アライアンスが企業に、あるいは企業の持つ
アライアンス全体にどのような影響を及ぼすのかについて理解することが難しい。このよ
うな複数のアライアンスの組み合わせは、アライアンス・ポートフォリオと呼ばれている
(Wassmer, 2010)。 
 
問題意識 
これまでのアライアンス・ポートフォリオ研究では、アライアンス・ポートフォリオの
あり方、すなわちポートフォリオの構成や性質などがパフォーマンスに与える影響につい
て、中心的に論じられてきた(Ozcan & Eisenhardt, 2009)。その議論は有意義であるが、ど
のようなアライアンス・ポートフォリオが企業によい影響を与えるかについて論じる以前
~ 3 ~ 
 
に、どうすれば望ましいアライアンス・ポートフォリオを形成出来るのか、すなわちアラ
イアンス・ポートフォリオ内における紐帯形成と、それに影響と与える要因について考察
する必要がある（Ozcan & Eisenhardt, 2009）。 
個別のアライアンスの形成と、アライアンス・ポートフォリオ内におけるアライアンス
の形成の間にある相違点は、個別のアライアンスはあくまで二社間の関係に閉じて論じる
ことが可能であるに対して、アライアンス・ポートフォリオではアライアンス同士の関係
性についてまで考慮した上で論じる必要がある点である。しかし、先行研究においては、
アライアンス・ポートフォリオ内におけるアライアンス形成に対する考察は、伝統的なア
ライアンス研究と同じ視点、すなわちポートフォリオ内の個々のアライアンス形成だけに
注目しており(Gulati, 1995; Gualti & Gargiulo, 1999; Hallen, 2008)、ポートフォリオ内のア
ライアンス間の関係が他のアライアンスの形成に与える影響に関する考察がなかった。ア
ライアンス・ポートフォリオ内におけるアライアンス変化が及ぼす影響について言及した
研究も見られるが、それらはアライアンス間のシナジー効果など、アライアンス・ポート
フォリオのパフォーマンスに注目している(Vossolo et al., 2004)。パフォーマンスだけでは
なく、アライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンスの変化は、他のアライアンス
のあり方自体にも何らかの影響を与えると考えられる。そこで本研究では、日本の家庭用
ビデオゲーム産業の事例を通してアライアンス・ポートフォリオにおける一つのアライア
ンスの変化が、他のアライアンスにどのような影響を与えるのかについて見ていく。 
 
リサーチデザイン 
家庭用ビデオゲーム産業は、ソフト発売元企業であるパブリッシャーがゲームを発売し
ようとした時、ゲームハード提供企業であるプラットフォーム企業、ソフトの実際の開発
元であるソフト開発会社、そしてゲーム内で使用されているキャラクターや音楽の著作権
を持つコピーライトホルダーとのアライアンスが必然的に必要となる。したがって、同時
に複数のアライアンスを確認しやすい対象であると言え、アライアンス研究に適した産業
であると言える。また、家庭用ビデオゲーム産業は技術と市場の変化が速い業界であるた
め、アライアンスの変化を観察しやすいことも、調査対象として選定した理由として挙げ
られる。 
 
ケース概要 
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事例は、日本家庭用ビデオゲーム産業の推移と、データの分析を組み合わせることで記
述した。事例を通じて観察されたのは次の二点である。ひとつは、パブリッシャーはプラ
ットフォーム企業を乗り換えようとも乗り換えなくても、常に同じソフト開発会社やコピ
ーライトホルダーと関係を継続する方がパフォーマンスが高いということ。そしてもうひ
とつは、それにも関わらず、プラットフォーム企業の乗り換える際に、ソフト開発会社と
コピーライトホルダーとの関係を刷新してしまう企業が多いということである。これは、
継続取引のほうがパフォーマンスが高いということをパブリッシャーがわかっていても、
プラットフォーム企業との関係という非常に重要なアライアンスの変化に直面した時は、
ソフト開発会社とコピータイトホルダーとの関係を刷新しなければならない何かしらの力
学が働いている可能性を示している。 
 
考察結果 
 家庭用ビデオゲーム産業では、ハード機の仕様が固定化されていて、ソフトメーカーは
その仕様を与えられたものとして、ソフトの開発を行うことになる。異なるプラットフォ
ーム企業が開発したハード機の仕様が違うので、パブリッシャーや開発会社はあるハード
機のために投資をすると、他のものに転用することが難しいである。また、プラットフォ
ーム企業間の企業戦略や流通構造等の方面でも大きな違いがあると言われてきた（新宅他, 
2003）。したがって、パブリッシャーはずっど継続的に取引しているプラットフォーム企
業から新しいプラットフォーム企業に移行する時、前のアライアンスで蓄積されたノウハ
ウは新しいプラットフォーム企業とのアライアンスでは役に立たないである。 
それに加えて、パブリッシャーは最終的にあるハード機にソフトを出す必要があるので、
彼らのアライアンス・ポートフォリオの中、ソフト開発会社・コピーライトホルダーとの
アライアンスはともにプラットフォーム企業とのアライアンスが成立してから有意義にな
るがわかる。したがって、パブリッシャーは新しいプラットフォーム企業とアライアンス
をつくるとき、継続しているソフト開発会社やコピーライトホルダーより、そのプラット
フォーム企業に詳しい新しいソフト開発会社やコピーライトホルダーとアライアンスをつ
くらなければならない可能性がある。 
以上のことから、パブリッシャーのアライアンス・ポートフォリオにおけるプラットフ
ォーム企業とのアライアンスと、ソフト開発会社とコピーライトホルダーとのアライアン
スとの間で関係性が存在すると考える。 
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インプリケーション 
本研究の主な発見はパブリッシャーのアライアンス・ポートフォリオにおけるプラット
フォーム企業とのアライアンスと、ソフト開発会社とコピーライトホルダーとのアライア
ンスとの間で関係性が存在することを明らかにしたことである。これはアライアンス・ポ
ートフォリオにおけるアライアンス形成を説明するとき新たな知見を与える。 
今までの研究はアライアンス・ポートフォリオ内のアライアンス形成に対して、ポート
フォリオ内の個々のアライアンスについてそれぞれの構築動機あるいは原因で説明してき
たが、アライアンス間の関係をアライアンス構築の影響要因として考慮されてなかった。
本研究ではポートフォリオ内のアライアンス間の関係性があると認識して、ポートフォリ
オにおける個々のアライアンスはそれぞれ関係なく単独な存在ではなくて、一つのアライ
アンスの変化が、ポートフォリオ内における他のアライアンスの変化にももたらすことを
示した。 
今回の発見は、実際の経営にも役立てることができる。アライアンス・ポートフォリオ
におけるアライアンス間の関係性があることがわかると、企業はアライアンス・ポートフ
ォリオ内の一つのアライアンスを変えようとするとき、単にそのアライアンスの効果だけ
を考えるのではなくて、ポートフォリオレベルでアライアンス変更の効果を評価すべきで
ある。企業はこのように考えらないと、ポートフォリオ内のただ一つのアライアンスを変
更したいが、やむをえずにその他のアライアンスも変わらなければならない状況に落ちる
可能性がある。 
 
限界と課題 
本研究の限界としては、まずデータの収集・処理における不十分と、アライアンスの変化
を考察する時アライアンス・パートナーが新しいかどうかだけに注目して、パートナー企
業の組織上の属性や財務上の違い等ほかの側面を考慮してない点と、ビデオゲーム産業に
限定して一般性と汎用性が限られていること等が挙げられる。これらの点について、将来
の研究可能な方向を提示した。また、本研究はアライアンス・ポートフォリオ内における
個々のアライアンスの間に関係性があることを明らかにしたが、将来の研究はこの関係を
具体的に類型化して、もっと詳しく考察することが想定できる。 
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はじめに 
近年では、垂直統合の解体により水平分業が進んだり、企業間の技術提携が増加するこ
とで、企業間の提携、すなわちアライアンスが重視されつつある。これは学術でも同様で、
1990 年代以降、企業単体ではなくアライアンスを対象とした研究が急速に増加してきてい
る(Gulati, 1995b)。これまでのアライアンスに関する研究は、主にアライアンスとパフォ
ーマンスの関係に関する問題(Gulati, 1998; Kale et al., 2002; Lavie, 2007)と、アライアン
スの構築に関する問題(Gulati, 1995b; Gualti & Gargiulo, 1999)について論じられてきた。
これらの研究は意義深いものであるが、あくまでも個別企業間のアライアンスに焦点を与
えて、ダイアドの視点からアライアンスについて考察を重ねてきているのである。 
しかし、現在のビジネス環境においては、企業は多様な戦略的アライアンスに参加する
ことが普遍的になっている(Gulati, 1998)。コンピューターのハードウェアとソフトウェア、
通信、電気、製薬と航空輸送など様々な産業で、多くの企業が異なるパートナーと同時に
形成する複数のアライアンスに直面するようになってきている(Anand & Khanna, 2000; 
Gulati, 1998; Hoffmann, 2007; Lavie, 2006, 2007; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。 
このようなひとつの企業が持つ複数のアライアンスの組み合わせは、アライアンス・ポ
ートフォリオと呼ばれている(Lavie, 2006, 2007; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。個別のアラ
イアンスの形成とアライアンス・ポートフォリオの形成の間にある相違点は、個別のアラ
イアンスはあくまで二社間の関係に閉じて論じることが可能であるのに対して、アライア
ンス・ポートフォリオではアライアンス同士の関係性についてまで考慮した上で論じる必
要がある点である。 
しかしこれまでの先行研究において、ポートフォリオ内のアライアンスが他のアライア
ンスの形成に与える影響に関する考察が限られていた(Wassmer, 2010)。アライアンス・
ポートフォリオ内におけるアライアンス間で関係があることについて言及した研究も見ら
れるが、それらはアライアンス間のシナジー効果など、ポートフォリオのパフォーマンス
だけに注目している(Vossolo et al., 2004)。パフォーマンスだけではなく、アライアンス・
ポートフォリオにおけるアライアンスの変化は、他のアライアンスのあり方自体にも何ら
かの影響を与えると考えられる。 
そこで本研究では、アライアンスとアライアンス・ポートフォリオに関連する研究を概
観し、その課題を明確にする。その上で、日本の家庭用ビデオゲーム産業の事例を通して
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アライアンス・ポートフォリオにおけるひとつのアライアンスの変化が、他のアライアン
スにどのような影響を与えるのかについて実証的なデータから探索的に見ていく。 
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第１章 先行研究 
本章では、まずこれまでのアライアンス研究についてレビューする。レビューを通じて、
伝統的なアライアンス研究では、企業間のダイアドの関係に注目して、特定の企業と特定
の企業の間の一対一のアライアンスについて、そのパフォーマンスや構築のロジックを論
じてきたことを示す(Gulati, 1998)。 
 次いで、企業が同時に複数のパートナーと多数のアライアンスをつくることから現れた
アライアンス・ポートフォリオの概念を紹介して、アライアンス・ポートフォリオに対す
る先行研究をレビューする。アライアンスのパフォーマンス効果や構築のロジックについ
て説明するとき、伝統的なアライアンス研究はあくまで二社間の関係に閉じて論じてきた。
これに対してアライアンス・ポートフォリオ研究では、アライアンス同士の関係性につい
てまで考慮した上で論じる必要があるのである。 
 本章の最後では、アライアンス・ポートフォリオ研究に関するレビューを通じて、本研
究を貫くひとつの問題を提起する。 
  
第１節  アライアンス研究 
今の時代において、どんな企業でも、単独で生きていくことができない。急速に変化す
るグローバル・マーケットを生き抜くためには、業界の巨人であれ、意欲に満ちたベンチ
ャー企業であれ、戦略的なパートナーシップこそが競争の勝敗を決める重要な要因になっ
ている。トヨタのサプライヤー・ネットワーク、マイクロソフトのソフトウェア開発のネ
ットワーク、航空会社のスター・アライアンスに見られるように、今日の企業は多様な戦
略的アライアンスを構築し、維持している。アライアンスの持つ重要性がいっそう高まっ
てきているのである。 
これは学術でも同様で、1990 年代以降、企業ではなくアライアンスを対象として研究が
急速に増加してきている(Gulati, 1995a)。今節ではこれまでのアライアンス研究を一旦整
理する。 
 
アライアンスの定義 
戦略的アライアンスは製品、技術やサービスの交換、共有あるいは共同開発を含む企業
間の自発的な協定である(Gulati, 1998)。アライアンスは広い範囲での動機と目的の結果と
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して発生して、多様な形式をとる。また、アライアンスは垂直的と水平的な境界を越えて
発生する。これまでの研究では、企業間の R&D 協定、ライセンシング、生産、サプライ、
OEM/VAR、ジョイント・マーケーティング・サービス協定など、多様な企業間関係をア
ライアンスとして捉えていた(Lavie & Rosenkopf, 2006)。 
 
アライアンスとパフォーマンスの関係に関する研究 
アライアンスは企業の競争と成長に関する重要な戦略のひとつとされてきた。アライア
ンスを構築することで、企業は市場におけるパワーと効率性を向上させることができる。
また、アライアンスによって企業は新しい能力と資源へのアクセス、さらには新しい市場
への進出が可能となり、企業は競争上のポジションを強化できると言われている(Kale & 
Sigh, 2009)。 
このように、アライアンスが企業にとって重要であることは一般的に認められている。
しかし、それとは対称的に、アライアンスの失敗率が高いことを指摘する研究も数多く存
在する(Dyer, Kale & Singh, 2002)。Lunnan & Haugland (2008)では、アライアンスの解除
比率は 50%を超えると主張されている。また、多くのケースでは、アライアンスの構築は
企業の株主利益の破壊をもたらすとも指摘されている(Kale, Dyer & Singh, 2002)。 
 アライアンスによるパフォーマンスの影響には是非があるけれども、現代の社会経済的
状況を鑑みると企業は競争力と成長を追求する重要な手段として、アライアンスを以前と
よりも積極的に構築する必要がある。したがって、アライアンスのパフォーマンスに対す
るさらなる考察が必要である。 
 これまでの研究において、アライアンスのパフォーマンスに対しては主にアライアン
ス・パートナーの選択、アライアンス・ガバナンス構造、そしてアライアンスの管理能力
という三つの視点から解釈されてきた(Kale & Singh, 2009)。 
ひとつめは、どの企業とアライアンスを構築するか、すなわちアライアンス・パートナ
ーの選択がアライアンスのパフォーマンスに与える影響についてである。先行研究ではア
ライアンスを構築する際のアライアンス・パートナーの選択が、アライアンスのパフォー
マンスに大きな影響与えると主張している。Shah & Swaminathan (2008)ではパートナー
の補完性、適応性、そしてコミットメントはアライアンスのパフォーマンスによい影響を
与えるとされている。パートナーの補完性は、パートナーがアライアンスにどの程度の重
複してない資源を貢献できるかに関連する。ここでの重複していない資源というのはアラ
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イアンス相手が持ってないバリューチェーン資源や能力を意味している。資源依存理論で
は、パートナー間の補完性が高いほどアライアンス成功の可能性が高いことが示されてい
る(Kale & Singh, 2009)。パートナーの適応性とは、焦点企業との仕事のスタイルや文化に
ついての適応を意味し、パートナーのコミットメントはパートナー企業のアライアンスが
必要とする資源を貢献する意欲を、それぞれ意味している。 
さらに、パートナー間の信頼が戦略的アライアンスでの不確実性を最小化し、機会主義
の脅威を削減するための重要な因子と認識された(e.g. Anand & Khanna, 2000)。Krishnan, 
Martin & Noorderhaven (2006)は、パートナー間の信頼が高いことがアライアンスのパフ
ォーマンスに良い影響を与えるとしており、さらにパートナー間の相互依存性の高いとき
と市場の不確実性が低いときにおいては、この信頼とパフォーマンスとの関係はさらに強
くなるとしている。 
一方で、スタートアップ企業が構築したアライアンスのパフォーマンスに関する研究で
は、アライアンス・パートナーの選択とパフォーマンスの関係について、相反する結果も
得られている。Stuart et al. (1999)では新企業が一流企業とアライアンスを構築することが
新企業のIPOの成功に効果があると主張しているが、それについては効果がないと主張す
る研究もある(Gulati & Higgins, 2003)。 
アライアンス・パートナーの選択問題では、新規企業と提携するか、あるいはこれまで
関係のあった企業と提携するかという選択に関する研究もある(Gulati et al., 2009；Lavie 
& Rosenkopf, 2006)。先行研究では、企業間のパートナー経験はパートナー選択決定を
ガイドすることと双方の信頼、非正式な義務とロイヤルティーを育てることによって、ア
ライアンスでの機会主義的な行動を軽減することができると主張する(Gulati, 1995a)。結
果として、このような反復的なアライアンスはガバナンス・コストの低減と、パートナー
資源への獲得を達成することができる(Dyer & Singh, 1998; Gulati, 1995b)。同じパートナ
ーとの反復的なアライアンスを通じて蓄積された経験は、パートナー間のコンフリクトを
解消する能力と不確実性の削減に貢献することで、アライアンス成果の予測可能性を増強
することができる。したがって、企業はこのような反復的なアライアンスから利益を得ら
れると考えられる。 
しかし、上記のことは理論的には論じられているが、過去の実証研究ではこれらの主張
を実際に支持するような結果は得られていない。たとえば Hoang & Rothaermel (2005)で
は、製薬企業とバイオ技術企業との間の反復的なアライアンスは、彼らのジョイントでの
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薬品開発プロジェクトの成功率の向上に寄与しないと主張されている。同じように、
Goerzen (2007)は日本の多国籍企業のパフォーマンスと反復的な資産ベースのパートナー
シップとの間ではマイナスの関係があることを発見した。一方で、Gulati, Lavie & Singh 
(2009)は過去のパートナー経験を「パートナー独特経験」(企業が今回のアライアンス・パ
ートナーと過去でアライアンスを作ったことがあるとき、つまり、同じパートナーと反複
的なアライアンスを作ることから得られる経験)と「ゼネラルパートナー経験」(企業は過
去でアライアンスを作ったことがあるとき、つまり企業はアライアンスを作ったことから
得られる一般的な経験)と分類して、「パートナー独特経験」は「ゼネラルパートナー経験」
より企業の業績に良い影響を与えると主張する。 
 アライアンスのパフォーマンスに影響を与える二つめの要因は、アライアンスのガバナ
ンス構造である(Kogut, 1988)。企業がどのようなガバナンス・メカニズムによってアライ
アンスを統治するのかは、アライアンスの成功にも大きな影響を与えるとされる(Kale &  
Singh, 2009)。 
 アライアンスのガバナンス構造に関する先行研究では、持分所有権によるガバナンス、
契約によるガバナンス、好意や信頼とレピューテーションに基づく自己強化的なガバナン
スが、アライアンスをガバナンスする際の有効なメカニズムであるとされている(Kale &  
Singh, 2009)。 
 そして、アライアンスのパフォーマンスに影響を与える三つめの要因として,アライアン
スの管理能力を挙げることができる(Gulati et al., 2005; Gulati & Singh, 1998)。アライアン
スの管理に関しては、パートナー間の調整管理とパートナー間の信頼創出という二つの要
因が特に重要であると言われる(Kale & Singh, 2009)。パートナー間の調整管理は資源の分
配、情報の取り扱いとパートナー間の行動を一致させる能力などを意味する。アライアン
スの管理能力が高ければ、企業はアライアンスよりよいパフォーマンスを得られる(Kale &  
Singh, 2009)。 
 
アライアンスの構築  
 ここまで、どのようなアライアンスが企業のパフォーマンスに影響を及ぼすのかという
ことについて、三つの視点から先行研究を概観してきた。企業のパフォーマンスに好影響
を与えるアライアンスと関連した要因についてはわかったが、それではどのようにすれば
そのようなアライアンスを構築することができるのか。アライアンス研究では、アライア
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ンス構築に関する研究も盛んに行われている。 
企業がアライアンスを構築する原因は様々である。先行研究では、新しい資源へのアク
セスの獲得(Lavie, 2006)、取引コストの削減(Kogut, 1988)、パートナーからの学習(Inkpen, 
2000; Kogut, 1988)、将来における拡張的オプションの持つ不確実性への対応(Kogut, 
1991)、競争相手に対する競争位置の改善(Gimeno, 2004; Kogut, 1988; Silverman & Baum, 
2002)などを求めるために、企業はある企業とアライアンスを構築すると主張されてきた。 
伝統的なアライアンス研究では、資源依存理論(Gulati, 1995b; Chuang, Singh & Lee, 
2000)やソーシャル・ネットワーク理論(Gulati, 1995a; Gualti & Gargiulo, 1999)、さらには
エージェンシー理論(Reuer & Ragozzino, 2006)や企業の戦略行動(Ozcan & Eisenhardt, 
2009)、リスクと不確実性の管理(Baum, Rowley, Shipilov & Chuang, 2005)など、さまざま
な理論的視点から企業のアライアンス構築メカニズムについて論じられてきた。 
資源依存理論では、アライアンス構築に影響を与える重要な要因として、焦点企業とパ
ートナー企業との相互依存性を挙げている(Gulati, 1995b)。企業間で相互依存性が存在す
るとき、彼らは互いの資源へアクセスするためと資源の不確実性を削減するためにアライ
アンスを構築する(Eisenhardt & Schoonhoven, 1996; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。具体的
には、企業は最も高い資源の相互依存性を持つ企業とアライアンスを構築する傾向がある。
たとえば Chuang, Singh & Lee (2000)は、企業が資源補完性のあるパートナーとアライア
ンスを構築しやすいと主張した。 
ソーシャル・ネットワーク理論によると、企業は過去の協力経験によって信頼関係を築
いたパートナーと、将来新しいアライアンスを形成する可能性が高いと言われる(Gulati, 
1995a; Gulati & Gargiulo, 1999)。また、企業はたとえ過去の協力経験のない新しいパート
ナーであっても、間接的な紐帯があった場合は新しくアライアンスを形成の可能性が高い
(Gulati & Gargiulo, 1999)。さらに、企業はネットワーク内における地位の近い企業とアラ
イアンスを構築しやすいと主張する研究もある(Chuang, Singh & Lee, 2000)。 
Reuer & Ragozzino (2006)はエージェンシー理論を利用して、所有権と経営権の分離は
アライアンス構築の原因にもなると主張する。具体的には、彼らはアメリカ製造業企業が
作った国内外のジョイントベンチャーに注目して、経営層が自社株をあまり保有しない企
業は多く保有する企業に比べて、より多くのジョイントベンチャーを作ることを発見した。 
アライアンス構築に影響を与える要因は、企業レベルと産業レベルとに分けて論じられ
ることもある(Gualti, 1998)。企業レベルでは、コストと利益の関係に関するフレームワー
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クを利用して、アライアンスを構築することで得られるコストと利益は、主に戦略的と技
術的なもので、利益がコストを上回ると期待されるときに企業はアライアンスを構築する
と主張する。 
産業レベルでは、Park & Zhou (2005)がゲーム理論を用いて、アライアンスの構築に影
響を与える産業レベルでの要因に関して研究した。彼らの研究から、アライアンス構築に
影響する産業レベルでの要因として、競争の程度、市場の発展段階、および需要と競争的
不確実性などが指摘された。 
リスクと不確実性の管理の視点から見れば、組織の実際の業績が、期待された業績と比
べて歴史的あるいは社会的に差が大きいときに、組織は探索的に過去に協力経験がないパ
ートナーとアライアンスを構築する傾向がある。反対に、実際の業績と期待された業績と
の間の差が小さいとき、組織は現存の実践と戦略を改善していく傾向があるため、現存の
アライアンスを維持する傾向がある(Baum et al., 2005)。 
Beckman, Haunschild & Phillips (2004)は不確実性を企業特殊的なものと市場的なもの
の二つに分類して、企業のアライアンス構築の動機を説明している。市場の不確実性が高
い産業においては、企業は過去に協力経験のあるパートナーとのアライアンスを再び活用
する傾向がある。それは企業が市場の不確実性に対応するため、パートナー間の信頼と安
定性を求めるからである。 
市場の不確実性に関しては、企業は新しい市場への参入、経営層の変動や新しい企業と
の合併など、企業内部での不確実性、企業特殊的な不確実性に直面することもある。企業
は企業特殊的な不確実性を管理し軽減するために、追加的な情報を求める。そのため、新
しい情報源としての新しいパートナーとアライアンスを構築するのである。 
 
第２節 アライアンス・ポートフォリオに関する研究 
アライアンスの組み合わせとしてのアライアンス・ポートフォリオ 
これまでのアライアンスに関する研究について整理した結果、先行研究でアライアンス
に関しては次の二つの問題を中心に論じられてきたことが分かった。 
ひとつは、どのようなアライアンスが企業の業績にどのように影響するのかという問題、
すなわちアライアンスとパフォーマンスに関する問題である(e.g. Baum et al., 2005; Kale, 
Dyer & Singh, 2002; Kale & Singh, 2009)。そしてもうひとつは、企業がどのようなときに
どのようなアライアンスを構築するのかという、アライアンスの構築に関する問題である
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(e.g. Gulati, 1995a; Gualti & Gargiulo, 1999; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。これら前節で概
観してきたアライアンスに関する伝統的な研究には、共通するひとつの特徴がある。それ
は個別の企業間でのアライアンスについて論じているという点、すなわちダイアドの視点
からアライアンスを考察しているという点である。現在の企業活動に目を向けると、企業
は多様なアライアンスに参加することが普遍的になっている(Wassmer, 2010)。その結果
として、多くの企業が異なるパートナーと複数のアライアンスを構築して、アライアンス
全体の管理問題に直面するようになりつつある(Anand & Khanna, 2000; Gulati, 1998; 
Hoffmann, 2007; Lavie, 2006, 2007; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。 
そのような状況においては、ある企業が持つ複数のアライアンスを別個に見るだけでは、
企業が埋め込まれているアライアンスのネットワークが企業に及ぼす影響などについて深
く理解することは難しい。アライアンス同士が互いに影響し合う可能性があるからだ。そ
のため、ある企業が持つ複数のアライアンスを組み合わせ、すなわちポートフォリオとし
て見ていく必要が生じる。ある企業が持つ複数のアライアンスの組み合わせはアライアン
ス・ポートフォリオと呼ばれ、ソーシャル・ネットワーク(Ahuja, 2000; Bae & Gargiulo,  
2004)、組織学習(Anand & Khanna, 2000; Hoang & Rothaermel, 2005)、資源依存理論
(Lavie, 2006)、コンティンジェンシー理論(Hoffmann, 2007)など、これまでさまざまな視
角から研究されてきた(Wassmer, 2010)。アライアンス・ポートフォリオ研究は、複数の
異なるパートナーとのアライアンスを管理することによって生じる課題を解決することを
主な目的としている。 
 
アライアンス・ポートフォリオの定義 
上記の通り、アライアンス・ポートフォリオはさまざまな視点から捉えられてきた。そ
のため、その定義についても現時点で統一的な見解がなされているとは言いがたい。 
ソーシャル・ネットワークに基礎を置くアライアンス研究においては、アライアンス・
ポートフォリオは焦点企業のエゴセントリックなアライアンス・ネットワークと定義され
ている。この定義からは、パートナー企業との間にあるすべての直接的な紐帯の集合が、
アライアンス・ポートフォリオであるとされる(Baum et al., 2000; Ozcan & Eisenhardt,  
2009; Rowley et al., 2000)。 
また、学習の視点からは、現在および過去に焦点企業が構築・蓄積したアライアンス経
験こそが、アライアンス・ポートフォリオであると定義される(Anand & Khanna, 2000; 
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Hoang & Rothaermel, 2005; Kale, Dyer & Singh, 2002)。学習の視点からアライアンス・ポ
ートフォリオを定義するときにもっとも見解が分かれるのが、過去のアライアンスをアラ
イアンス・ポートフォリオに含めるか否か、という点である。アライアンス・ポートフォ
リオをまたぐ学習や、アライアンス能力の創出に注目する研究は、過去のアライアンスを
ポートフォリオに算入する傾向が強い(Anand & Khanna, 2000; Hoang & Rothaermel, 
2005; Kale, Dyer & Singh, 2002)。 
一部の研究では、ベースとなる理論的視角だけではなく、その研究の特徴も含めたアラ
イアンス・ポートフォリオの定義がなされている。たとえば Doz & Hamel (1998)は、アラ
イアンス・ポートフォリオを焦点企業が維持している二者間アライアンスのセットと定義
した。また、企業の国際的アライアンスに焦点を当てた Reuer & Ragozzino (2006)は、焦
点企業のすべての国際間ジョイントベンチャーと定義した。 
 ここまで見てきたように、アライアンス・ポートフォリオの定義は多岐にわたる。それ
を示したのが表 1 である。 
 
表 1 現存のアライアンス・ポートフォリオの概念化i 
研究者 アライアンス・ポートフォリオの概念化 
Bae&Gargiulo(2004) 企業が取り込んでいるアライアンスのセット 
Baumetal.(2000);Rowley 
et al.(2000) 
焦点企業の自己中心的なアライアンス・ネットワーク(例：パートナ
ー企業との間はすべて直接な紐帯)(ソーシャル・ネットワーク視点) 
Doz& Hamel (1998) 焦点企業が維持している二者間アライアンスのセット 
George et al.(2001) 企業の戦略的協議あるいは関係のポートフォリオ 
Hoffmann (2007) 焦点企業のすべてのアライアンス 
Lavie(2007) 企業のパートナーとの直接のアライアンスの集合 
Lavie& Miller(2008) 企業の目前のアライアンス・パートナーの集合 
Parise & Casher (2003) 企業のビジネス・パートナー関係のネットワーク 
Reueret al.(2002) 企業が蓄積された国際間ジョイントベンチャーの経験(学習の視点) 
Reuer&Ragozzino(2006) 焦点企業のすべての国際間ジョイントベンチャー 
※Wassmer (2010)より作成. 
 
言葉の上での定義だけではなく、既存のアライアンス・ポートフォリオ研究からはもう
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ひとつの混乱を見てとることができる。それは、類似概念の存在である。 
たとえばソーシャル・ネットワーク理論ではアライアンス・ネットワークを利用して異
なるパートナーとの直接な紐帯に言及するが、ある研究者はマルチ・パーティーのアライ
アンス（二つ以上のパートナーとの戦略的アライアンス）を表すために同じ概念を用いる。
また、別の研究ではマルチ・パーティーのアライアンスをアライアンス・コンステレーシ
ョンとして捉えている。表 2 は主要なアライアンス・ポートフォリオに関連する類似概念
を示したものである。 
 
表 2 アライアンス・ポートフォリオのほか複数のアライアンスを捉える概念 
研究者 語彙 
Baum et al.(2000); Rowleyet al.(2000) アライアンス・ネットワーク 
Doz& Hamel(1998); Goerzen(2005); Koza& 
Lewin(1999) 
二つ以上のパートナーとの戦略的アライアンス 
Das&Teng(2002); Gomes-Casseres(1994) アライアンス・コンステレーション 
Vanhaverbeke&Noorderhaven(2001) アライアンス・ブロックス 
Doz& Hamel(1998) アライアンス・ウェブ(Alliance Web)ii 
Lorenzoni and Baden-Fuller(1995) アライアンスの網(Web of Alliance)iii 
※Wassmer (2010)より作成. 
 
本研究では定義上の不完全性を防ぐために最も広い範囲でアライアンス・ポートフォリ
オを捉え、「焦点企業が参加する全ての戦略的アライアンスの集合体」と、アライアンス・
ポートフォリオを定義する(Hoffmann, 2007; Lavie, 2007)。この定義には、企業の過去の
アライアンスも、ポートフォリオに算入される。 
 
アライアンス・ポートフォリオの構築動機 
個別のアライアンスに関する研究と同様に、アライアンス・ポートフォリオ研究も構築
のロジックとパフォーマンスへの影響という二つの方向からアライアンス・ポートフォリ
オを考察している。まずは前者について見ていく。 
アライアンス・ポートフォリオは、焦点企業による個々のアライアンス構築の結果であ
り、それらの構築動機は前節で述べた通りである。しかし、アライアンス・ポートフォリ
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オの構築は個々のアライアンス構築の単純な積算を超えた側面もあり、いくつかの研究で
企業がアライアンス・ポートフォリオを構築・維持する原因が示されている(Hoffmann, 
2007; Lavie, 2006)。 
企業がアライアンス・ポートフォリオを構築するひとつの重要な動機は、リスクと不確
実性の管理である。企業が同時に複数のアライアンスを構築して複数の目標を追求するこ
とは、リスクと不確実性を分散すること、そして全体的に高いアライアンス利益を獲得す
ることができる(George et al., 2001; Hoffmann, 2007)。 
学習の視点から見れば、アライアンス・ポートフォリオの構築によって、企業は単一の
アライアンスを超えるより大きな利益を獲得することができる。異なるパートナーと同時
に複数のアライアンスを構築することは実質的な経験ベースを創出し、企業の戦略的アラ
イアンスのデザインと管理に関する学習を加速する(Anand & Khanna, 2000)。アライアン
スは企業内部の資源制限を克服するためにパートナーの資源へアクセスする戦略上重要な
メカニズムと認められていた。異なる複数のパートナーとのアライアンスによって成り立
つアライアンス・ポートフォリオは、より広い範囲のネットワーク資源へのアクセスを可
能とするため、企業の資源ストックと関係的レントを獲得できる能力を高める有効な手段
である(Ahuja, 2000; Gulati, 2007; Hoffmann, 2007; Lavie, 2006)。 
ソーシャル・ネットワークの視点から見れば、企業はいくつかの原因でアライアンス・
ポートフォリオを構築する。まず、企業は新しいアライアンスの形成を通じて、既存パー
トナーと新パートナー間の構造的空隙(ネットワークにおいて必ず通らなければならない
中継地点に位置することを意味し、情報の冗長性が尐なく、情報のコントロールが可能と
なる機会に恵まれている)を利用する機会、あるいは既存パートナー間で存在するソーシャ
ル・キャピタルを増加する機会を探すことができる(Walker, Kogut & Shan, 1997)。関係的
埋め込み(ネットワークを構成する行為者間に強い結びつきが存在すること)の視点からは、
企業が既存のアライアンス・パートナーと新しいアライアンスを作ることによって、アラ
イアンス・ポートフォリオの特定の部分を拡張することができる(Goerzen, 2007; Gulati, 
1995b; Gulati & Gargiulo, 1999)。既存のアライアンス・パートナー間の協力の歴史とそれ
によって築かれた信頼は、将来における新しいアライアンス形成の可能性と、将来のアラ
イアンスのガバナンス構造に影響する(Gulati, 1995b; Gulati & Gargiulo, 1999)。構造的埋
め込みは企業がアライアンス・ポートフォリオに新しいアライアンスを追加する決定に影
響する要因としても言われている。この視点から見れば、焦点企業と新しいアライアンス・
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パートナーとの間で間接的な紐帯があった場合、新しいアライアンス形成の可能性を高め
る(Gulati & Gargiulo, 1999)。さらに Ahuja et al.(2009)は、ネットワークでの中心性の差
が高い企業同士は、アライアンスを構築する可能性が高いことを示した。 
外部環境的要因も、企業がアライアンス・ポートフォリオを構築する原因を説明するひ
とつの重要な視点である。企業はアライアンス・ポートフォリオを、競争環境と共進化す
るためのメカニズムとして利用する(Lorenzoni & Lipparini, 1999)。また一方では、企業の
アライアンス・ポートフォリオは競争によって構築され、産業レベルでの競争のダイナミ
ックスの結果を反映する(Gimeno, 2004)。Koka & Prescott (2008)は環境変化が激しい状
況下において起業家的なネットワーク地位を持つ企業は、積極的にアライアンス・ポート
フォリオを構築することを主張した。 
アライアンス・ポートフォリオを研究することは重要である。まずひとつめの理由とし
て、理論的に見れば、企業は複数のアライアンスからなるアライアンス・ポートフォリオ
を構築する文脈でアライアンスを構築するので、アライアンス・ポートフォリオ構築のロ
ジックは個別のアライアンス構築を理解するためにも重要である。もうひとつの理由とし
ては、単一のアライアンスと比べて、アライアンス・ポートフォリオは企業のパフォーマ
ンスに影響する集合的な性質、たとえばアライアンス・パートナーの多様性などを持って
いることである。さらに、ポートフォリオはネットワーク進化のエンジンとも見られる。
ネットワーク自身が進化することができなくて、企業は彼らのポートフォリオを調整する
ことによって企業が活動しているネットワークを変えることができる (Ozcan &  
Eisenhardt, 2009)。 
 
アライアンス・ポートフォリオとパフォーマンスの関係に関する研究 
構築の動機や要因に関する研究と同様に、これまでのアライアンス・ポートフォリオ研
究では、アライアンス・ポートフォリオのあり方、すなわちポートフォリオの構成と性質
がアライアンス・ポートフォリオに参画している企業群のパフォーマンスに与える影響に
ついて、様々な視点から論じられてきた(Ozcan & Eisenhardt, 2009)。 
一部分の研究はポートフォリオを構成する個々のアライアンスのパフォーマンスに注
目する。そこでは著名で、経験豊富で、中心的なネットワーク地位を持つパートナーと構
築したアライアンスによって、企業はより効率的にパフォーマンスを上げられる主張され
ている(Ahuja, 2000; Baum et al., 2000; Stuart, 2000)。これらのパートナーの特性は、た
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とえば価値のある資源へのアクセスなど、アライアンスからの利益の獲得可能性を高める
からである。また、パートナー間の関係がアライアンスのパフォーマンスに影響を与える
ことも発見した。パートナー間の信頼、協力、交流と調整の度合いが高ければ、彼らは協
調的に事業活動を行うことでき、最大限の利益を得られる(Ozcan & Eisenhardt, 2009)。 
ポートフォリオの性質、すなわちアライアンスの数と多様性がポートフォリオのパフォ
ーマンスに影響すると主張する研究もある(Baum et al., 2000; Lavie, 2007)。企業は多くの
多様なアライアンスを持つことによって、多くのさまざまな種類の資源へアクセスするこ
とができる。たとえば、Baum et al. (2000)は多様なパートナーとアライアンス・ポートフ
ォリオを構築したバイオテック・ベンチャー企業は生存率が高いことを示した。また、ポ
ートフォリオ内のアライアンス・パートナー間の関係も企業のパフォーマンスに影響する
ことができる。Lavie (2007)は互いに競争しているパートナーとアライアンスをつくる焦
点企業は、これらの企業に対する交渉力を高めることによってパフォーマンスを向上させ
ることができることを解明した。 
さらに、研究者はポートフォリオを構成する紐帯の間のバランスを取ることの重要性に
ついても説明した。紐帯の強さでバランスをとって構築されたポートフォリオでは、強い
紐帯を通じて豊富で効率的な取引ができ、同時に弱い紐帯を通じて柔軟性を維持しつつ知
識の探索も追求可能なので、高いパフォーマンスを得やすい(Rowley et al., 2000)。Uzzi 
(1997)は、相互調整と豊富な情報が得られる強い紐帯と、企業を市場変化にリンクさせ続
ける弱い紐帯を同時に所有する衣料品メーカーが高いパフォーマンスを得られると主張す
る。 
組織学習の観点から、探索と活用のフレームワークを利用してアライアンス・ポートフ
ォリオを捉える研究もある(Lavie & Rosenkopf, 2006)。企業が厳選したパートナー・グル
ープと再発的なアライアンスを形成する時、それが現存の配置とチャンネルに依存して現
在のアライアンス・ネットワーク内で流行している知識へのアクセスと移転を促進するこ
とができる。これと関連して、Beckman et al. (2004)は既存パートナーと追加のアライア
ンスを形成することは一種の活用であり、企業が現存知識ベースを利用するために既存の
関係を再増強することができる。反対に、パートナーとの以前の紐帯がないとき、企業は
パートナーとの直接の経験に依存することができないが、現在のネットワークで通すこと
ができない知識への領域を広げる。March (1991)によれば、企業のローカル・ネットワー
ク外のパートナーを探すことは新しい機会と巨大な不確実性とリスクをもつので、これは
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一種の探索であると考えられる。これまでの研究では、アライアンスの探索と活用をバラ
ンスさせるのがもっともパフォーマンスが高いと想定された (March, 1991; Lavie & 
Rosenkopf, 2006)。 
先行研究ではポートフォリオ内のアライアンス間の関係について、アライアンス・ポー
トフォリオ内で発生する相互依存性とその相互依存性の効果を通じて考察している。先行
研究ではアライアンス・ポートフォリオ内の相互依存性は二つのタイプの結果を生み出す
と想定される：1)シナジー効果あるいは 2)コンフリクト。アライアンス・ポートフォリオ
内のシナジー効果はアライアンスをわたっての知識移転(Powell et al., 1996)、範囲の経済
性(Doz & Hamel, 1998)と企業レベルのアライアンス能力の発展と制度化(Kale et al., 
2002)と言われてた。アライアンス・ポートフォリオ内のコンフリクトはポートフォリオ
内のアライアンスとパートナー間の余剰性と競争上の重複に言及されている(Baum et al., 
2000)。また、アライアンス・ポートフォリオでのシナジー効果とコンフリクトはアライ
アンス・ポートフォリオ効果ともいえて、これはポートフォリオ全体が創出できる価値が
ポートフォリオ内のアライアンスが創出できる価値の和と比べて大きくあるいは小さくな
れることができる(Vassolo et al., 2004)。 
 
第３節 先行研究の問題点と本章のまとめ 
アライアンス間の相互依存性の欠如 
アライアンス・ポートフォリオのあり方が企業のパフォーマンスに与える影響に関する
議論は有意義である。だが、どのようなアライアンス・ポートフォリオが企業によい影響
を与えるかについて論じる以前に、どうすれば望ましいアライアンス・ポートフォリオを
形成出来るのか、すなわちアライアンス・ポートフォリオの形成について論じる研究は尐
ない(Wassmer, 2010)。 
先行研究において、アライアンス・ポートフォリオ内における紐帯形成に対する考察の
ほとんどは誰と個々の紐帯を形成すること(Gulati, 1995)と、紐帯のネットワークの進化
(Gualti & Gargiulo, 1999; Hallen, 2008)に注目する。これらの考察は個別アライアンスに
対する伝統的なアライアンス研究とはほとんど同じ視点を取る。 
個別のアライアンスの形成とアライアンス・ポートフォリオの形成の間にある相違点は、
個別アライアンスはあくまで二社間の関係に閉じて論じることが可能であるに対して、ア
ライアンス・ポートフォリオではアライアンス同士の関係性についてまで考慮した上で論
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じる必要がある点である。 
しかし、前述のように、アライアンス間の相互依存性の業績効果について論じたが、ア
ライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンス同士の関係から、アライアンスの形成
について論じた研究はほとんどない。 
今までのアライアンス・ポートフォリオに対する研究において、ポートフォリオのパフ
ォーマンスについての考察で、ポートフォリオ内のアライアンス間の関係を考慮した研究
がある。アライアンス間の相互依存性(Vassolo et al., 2004)やアライアンス間の戦略上の競
争の激しさ(Lavie, 2007)等が企業のパフォーマンスに良い影響を与えると主張する研究が
ある。 
しかし、それにも関わらずアライアンス・ポートフォリオの構築に対する考察では、個
別アライアンスに対する伝統的なアライアンス研究とはほとんど同じ視点をとっており、
誰と個々のアライアンスを形成するか(Gulati, 1995)と、紐帯のネットワークの進化(Gualti 
& Gargiulo, 1999; Hallen, 2008)に注目する。ポートフォリオ内のアライアンス同士の関係
から、アライアンスの形成について論じた研究は、現時点では見られない(Wassmer, 2010)。 
この点が問題となるのは、アライアンス・ポートフォリオがその名の通りアライアンス
の「組み合わせ」であるからである。組み合わせである以上、アライアンス・ポートフォ
リオは個々の独立しているアライアンスの集合体なのではなく、ポートフォリオ内のアラ
イアンスが互いに影響する可能性がある。したがって、ポートフォリオ内の一つのアライ
アンスの変化が他のアライアンスのあり方にも変化をもたらすと考えられる。 
アライアンス間の相互作用の可能性を考えると、特定のアライアンス・ポートフォリオ
が企業のパフォーマンスに影響するとわかったとしても、アライアンス同士の関係によっ
て企業がそのようなアライアンス・ポートフォリオを構築するのは難しいと考えられる。 
したがって、ポートフォリオのパフォーマンスを考察する前に、アライアンス・ポート
フォリオ内のアライアンス間の関係がアライアンスの形成に与える影響について考察して
いく必要がある。 
そこで本研究では、日本家庭用ビデオゲーム産業の事例を通してアライアンス・ポート
フォリオにおける一つのアライアンスの変化が、他のアライアンスにどのように影響を与
えるのかについて探索的に見ていく。 
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第２章 リサーチデザイン 
第１節 調査対象とデータ源 
調査対象の選定理由 
 本研究の目的は、アライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンス間の関係がアラ
イアンスの構築に与える影響を明らかにすることである。すなわち、当該企業が同時に形
成する複数のアライアンスが独立関係ではなく、相互に影響を与えるものかどうかを明ら
かにすることである。本研究は、この点を明らかにするために、日本のビデオゲーム産業(以
下、ゲーム産業)を調査対象と選定する。その理由は以下の 3 点に求められる。 
第1に、ゲーム産業の各企業はゲームソフトを作るために、互いにアライアンスを構築す
るので、アライアンス間の関係を調査するうえで適している。ゲーム産業には、ゲーム制
作に関して異なる企業が担いうる、相互に分離可能な機能が4つある。 
① プラットフォーム提供：製品としてのゲーム機(ハードウェア)を提供し、同時に自社
ゲーム機と関連したビジネスを行う際のルール(自社ゲーム機に関連したビジネスモ
デル)を提供する機能 
② パブリッシング：ゲームソフトを企画・発売する機能 
③ ソフトウェア開発：ゲームタイトル(ソフトウェア)を開発する機能 
④ コピーライト提供：ゲームで利用されているキャラクターや音楽等のコピーライト
を提供する機能 
ゲーム制作に関して遂行する機能によって、ゲーム産業の企業は4つに分類できる。本
研究ではプラットフォームを提供する企業を「プラットフォーム企業」、ゲームソフトを企
画・発売する企業を「パブリッシャー」、実際にソフトを開発する企業を「ソフト開発会社」、
そしてゲーム内で使用されるキャラクターや音楽の著作権を保有している企業を「コピー
ライトホルダー」とした。4つの機能との会社が実際に遂行する機能との関係は表3のよう
に示すことができる。 
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表3 ゲーム産業における企業が遂行している機能 
 プラットフォーム
提供 
パブリッシン
グ 
ソフトウェア開
発 
コピーライト提
供 
プラットフォーム
企業 
○ ○ ○ ○ 
パブリッシャー × ○ △ △ 
ソフト開発会社 × × ○ △ 
コピーライトホル
ダー 
× × × ○ 
  
なお、表 3 では、「○」は機能を遂行していることを意味し、「×」は機能を遂行していな
いことを意味する。「△」は機能を遂行する企業もあれば、しない企業もあることを意味す
る。 
第 2 に、ゲーム産業は技術と市場の変化が早い業界であるため(新宅・田中・柳川, 2003)、
短期間で企業が構築したアライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンス間の関係が
他のアライアンスに与える影響を観察することができるからである (Srinivasan & 
Venkatraman, 2009)。 
第 3 に、ゲーム産業は日本が国際競争力を持つ産業のひとつである(新宅他, 2003)。ゲ
ーム産業は 1983 年に任天堂がファミリーコンピュータを発売して以降、ハードウェアの
機能向上とソフトウェアの進歩を繰り返しつつ、コンテンツ産業としては日本が国際競争
力を持っている数尐ない産業である(新宅他, 2003)。国内の市場規模から見れば、2009 年
現在で 5616 億円iv(ハード 40.5%、ソフト 59.5%)である。この規模は映画の興行収入が 887
億円、音楽 CD の出荷規模 1903 億円vという規模を考えると、国内においてエンターテイ
メント産業の大きなセグメントを獲得していることがわかる。 
本研究では、ゲーム産業の中で、特にパブリッシャーのアライアンス・ポートフォリオ
に注目する。理由は二つある。ひとつは、ゲーム産業のアライアンス・ポートフォリオの
中では、構造的かつ機能的にパブリッシャーのみが複数のアライアンスを構築し得るから
である。プラットフォーム企業はパブリッシャーとはアライアンスを構築するが、ソフト
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開発会社やコピーライトホルダーとはアライアンスを構築し得ない。それは逆もまた然り
である。そのため、自然と調査対象はパブリッシャーに限定される。 
もうひとつは、ゲーム産業においてはパブリッシャーが発売するソフトが重要となるか
らである。もちろん、ソフトはハードがないと遊ぶことはできない。また、ソフトの内容
はハードの性能にも大きく依存する。だが、ハードも同様にソフトがないとその価値を発
揮できない。実際に、ハードの普及にはキラーソフトと呼ばれる特定のソフトが大きな影
響を与えることは広く知られている。 
以上の二つの理由から、本研究ではゲーム産業におけるメインプレイヤーをパブリッシ
ャーとし、そのアライアンスの変化が他のアライアンスに与える影響について考察してい
くこととした。 
 
データ源 
本研究では、ゲーム産業の歴史的推移とその特徴を質的に、そしてゲーム産業のアライ
アンスに関する特徴を定量的に、それぞれ記述する。前半のゲーム産業の歴史的推移とそ
の特徴の記述は藤川(1998)や小橋(1998)、新宅他(2003)や雑誌記事などの公刊資料をデー
タ源とした。 
定量データについては、以下のデータソースからアライアンス・ポートフォリオならび
に各企業のパフォーマンスにかかわるデータベースを構築した。まずアライアンスに関す
るデータであるが、ゲーム産業においては、どの企業とどの企業がアライアンスを構築し
ているのかについて、筆者の知る限りは直接的に示すデータは入手できない。だが、ゲー
ムソフトごとに見ていくと、そのソフトはどの企業が開発したのか、そしてどの企業が著
作権を持つキャラクターが用いられているのかを追跡していくことが出来る。そこで本研
究では、株式会社エンターブレインが発行する『ファミ通ゲーム白書』の 2005 年版から
2010 年版を用いて、2001 年から 2009 年までの各年において売上本数が Top 500 のゲー
ムソフトに関して、ソフトごとのプラットフォーム企業、パブリッシャー、ソフト開発会
社とコピーライトホルダーの情報を収集した。 
次いでパブリッシャーのパフォーマンスの測定に関するデータ源である。こちらについ
ても企業ごとにデータを収集することが困難であるため、ソフトごとにデータを収集した。
詳細なパフォーマンスの測定については後述するが、ソフトの販売価格と販売本数を掛け
合わせたものをそのソフトの売上高とし、それを年度ごとに総計したものを、パブリッシ
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ャーの年度ごとの売上とした。そのデータは、株式会社メディアクリエイトが発行する『テ
レビゲーム産業白書』の 2002 年版から 2010 年版を用いて、2001 年から 2009 年までの
各年において売上本数が上位 500 位に入るソフトの販売価格と販売本数を収集した。 
さらに、パフォーマンスとして企業の開発効率を測定するために、ハードごとのソフト
一本あたりの開発費が必要となる。ハードごとのソフト一本あたりの開発費については、
コンピュータエンターテインメントソフトウェア協会が発行している『CESA ゲーム白書』
の 2002 年版から 2010 年版を用いて収集した。 
収集されたデータは、次のように整理した。まず、各年における販売本数上位 500 のソ
フトの中には、過去の年度に発売されたソフトも含まれている。時系列でパブリッシャー
のアライアンス・ポートフォリオ内のアライアンスの変化を見るため、またデータの重複
を省くため、当該年度に発売されたソフトのみを分析対象とした。 
次に、パブリッシャーが構築したアライアンス・ポートフォリオに注目するため、プラ
ットフォーム企業である任天堂と SCE が発売したゲームタイトルをデータベースから除
いた。なお、Xbox の市場シェアは 2009 年時点で 3%に過ぎず、パブリッシャーとのアラ
イアンスは非常に尐ないため、Xbox に関するデータは対象から外した。以上のデータに
ついてまとめたのが以下の表 4 である。 
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表 4 基本データ 
 2001  2002  2003  2004  2005  2006  2007  2008  2009  
パブリッシャー数(任天堂
と SCE を除く) 
65  55  58  54  49  55  50  50  51  
総タイトル数 280  293  304  294  309  309  302  274  266  
ソフト開発会社数 89  83  94  96  100  104  90  101  108  
コピーライトホルダー数 111  163  148  168  142  145  130  114  214  
任天堂のプラットフォーム
に発売したタイトル数 
86  88  92  76  78  108  163  158  121  
SCE のプラットフォームに
発売したタイトル数 
194  205  212  218  231  201  139  116  145  
N64 タイトル数 2  0  0  0  0  0  0  0  0  
GB タイトル数 30  5  0  0  0  0  0  0  0  
GBA タイトル数 49  56  56  54  33  13  0  0  0  
GC タイトル数 3  26  36  15  12  2  0  0  0  
DS タイトル数 0  0  0  7  33  85  131  131  89  
Wii タイトル数 0  0  0  0  0  8  32  27  32  
PS タイトル数 83  55  13  1  2  0  0  0  0  
PS2 タイトル数 113  151  199  207  191  140  84  42  24  
PSP タイトル数 0  0  0  10  38  58  36  45  76  
PS3 タイトル数 0  0  0  0  0  3  19  29  45  
任天堂が発売したタイトル
数 
23  20  23  57  41  39  34  26  49  
SCE が発売したタイトル数 25  16  14  23  29  26  18  16  24  
 
第２節 注目する指標とデータ処理 
パフォーマンス指標 
本研究では、次章における事例説明において、ゲーム産業の歴史的記述のみではなく、
定量的なデータも用いてゲーム産業について記述していく。定量データを用いたアライア
ンスに関する記述では、どのようにアライアンス・ポートフォリオを構築することが、焦
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点企業であるパブリッシャーのパフォーマンスによい影響を与えるのかについて描写する。
ここで使ったパフォーマンス指標は、パブリッシャーの生産性である。 
本研究では、先行研究の井上・真木・永山（2011）にしたがい、パブリッシャーの生産
性をパブリッシャーの平均投資回収効率によって測定する。具体的には、あるパブリシャ
ーi が t 年で発売したすべてのゲームソフトについて、それら一本一本の売上高を、そのソ
フトが起動するハード機 p のソフト一本あたりの開発費で除し、その合計を t 年のパブリ
ッシャーi の発売タイトル数で除したものをパブリッシャーi が t 年での平均投資回収効率
とした。この方法を使って、全てのパブリッシャーに対して、年ごとの平均投資回収効率
を算出して、パブリッシャーの生産性とした。 
 
アライアンスのタイプ 
本研究では企業のアライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンスの変化を考察す
る際に、企業がアライアンスをつくる時、新しいパートナーとアライアンスをつくるのか、
あるいは同じパートナーと反複的なアライアンスをつくるかによってアライアンスを分類
する。先行研究にしたがい、本研究では企業が同じアライアンス・パートナーと反複的な
アライアンスを作る場合、当該企業が「活用的にアライアンスを作る」とし、新しいパー
トナーとアライアンスを作る場合は「探索的にアライアンスを作る」とする(Lavie & 
Rosenkopf, 2006)。 
具体的には、探索と活用は次のように分類した。ある企業が探索的に新たなアライアン
スを構築するか、それとも反復的に同じアライアンスを活用するのかについては、企業の
アライアンス・ポートフォリオにおいて、新しいパートナーとのアライアンスが占める割
合を探索比率とし反複的なアライアンスが占める割合を活用比率とした。 
本研究において、アライアンスを探索と活用に分類した理由は、パブリッシャーとプラ
ットフォーム企業との関係においても、パブリッシャーとソフト開発会社・コピーライト
ホルダーとの関係においても、探索と活用が重要となるからである。 
まずプラットフォーム企業との関係から説明すると、ゲーム産業にはハード機の仕様の
固定性やネットワークの外部性などの特性がある。したがって、パブリッシャーのアライ
アンス・ポートフォリオの中でも特にプラットフォーム企業とのアライアンスは非常に重
要であり、そしてプラットフォーム企業との関係を継続するかそれとも新たなものに切り
替えるか、すなわち活用するか探索するかはパブリシャーにとって非常に重要となる。 
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パブリッシャーとソフト開発会社・コピーライトホルダーとの関係では、ゲーム産業が
コンテンツ産業であるがゆえの市場特性が重要となる。コンテンツ産業である以上、ゲー
ム産業は不確実性が高い一方で、消費者は新奇性の高い商品を求める傾向がある。このと
き、パブリッシャーには二つの選択肢がある。ひとつは、これまで恊働実績のあるソフト
開発会社とのアライアンスを継続したり、これまでヒットしたソフトで用いられていたキ
ャラクターを継続して活用することで確実にヒットする商品を作るというものである。そ
してもうひとつは、これまでとは異なる新奇性の高い商品を作るために、これまでとは異
なるパートナーと新たに関係を構築するという選択肢である。いずれにせよ、ソフト開発
会社やコピーライトホルダーとの関係においても、アライアンスの探索と活用は重要とな
る。 
この探索と活用という分類はアライアンスの変化に関する先行研究でも用いられてお
り、アライアンス同士を比較する際にはアライアンス・パートナーが新しいかどうかとい
う分類方法が頻繁に用いられている(Lavie & Rosenkopf, 2006; Gulati et al., 2009)。 
以上の理由から、本研究でアライアンスを分析するとき、アライアンスを探索と活用と
いう二つに分類することは妥当性が高いと言える。 
 
データ処理 
パブリッシャーごとの生産性 
本章の冒頭で述べた方法で収集した基本データはソフト単位のものであるため、パブリ
ッシャーごとにそのパフォーマンスを算出するために、データを企業ごとに分析可能な形
に加工する必要がある。年ごとに各パブリッシャーの生産性の指標を算出し、最終的に観
測期間である 9 年間を通じて 484 のサンプルを得た。 
 
探索と活用 
次に、探索と活用の分類方法を利用して、パブリッシャーが構築したアライアンス・ポ
ートフォリオの探索と活用に関する指標を算出する。企業は探索的にアライアンスを作る
か活用的にアライアンスを作るかについて判断する時、先行研究ではさまざまなタイムス
パンが使われてきた(Gulati et al., 2009; Lavie & Rosenkopf, 2006)。本研究では、まず基本
データからパブリッシャーとソフト開発会社・コピーライトホルダーとの反複的なアライ
アンスの平均時間間隔を算出した。その結果、ソフト開発会社との反復的なアライアンス
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の平均時間間隔は 1.56 年で、コピーライトホルダーとの反複的なアライアンスの平均時間
間隔は 1.59 年であった。このことから、今回の研究ではアライアンスのタイプを判断する
際は 2 年のタイムスパンを使う。2 年のタイムスパンが必要なので、調査対象期間である
2001 年から 2009 年までの 9 年間の間に、2 年以上ソフトを出すパブリッシャーのデータ
だけを選択した。なお、上記のタイムスパンの都合上、2001 年と 2002 年のデータは用い
ず、2003 年から 2009 年のデータを用いた。 
以上の手続きにしたがって、各パブリッシャーについてソフトごとに探索比率と活用比
率を算出した。具体的には、パブリッシャーi が発売したゲームソフトに対して、2 年のタ
イムスパンで、ソフト開発会社(あるいはコピーライトホルダー)j とアライアンスをつくる
ことがないの場合は 1 の値をとって、あるの場合は 0 を取る。その後、そのソフトに関わ
る全てのソフト開発会社(あるいはコピーライトホルダー)で計算した合計値をソフト開発
会社数(あるいはコピーライトホルダー数)で割って、そのゲームソフトに関するパブリッ
シャーのソフト開発会社(あるいはコピーライトホルダー)の探索比率が得られる。そして、
1 から探索比率を引くことによって活用比率が得られる。 
続いて、年ごとにパブリッシャーの探索と活用比率を集計する。すべてのパブリッシャ
ーに対して、探索と活用の比率は t 年において i 企業が発売したすべてのゲームソフトに
対するこの指標の平均値と測定する。その値は 0 から 1 に及ぶ。探索比率が高いというこ
とはそのパブリッシャーがソフトを発売する際に新たなパートナーを選択することを意味
し、活用比率が高いということはこれまでに恊働した経験のあるパートナーを選択するこ
とを意味する。 
 
パブリッシャーとプラットフォーム企業とのアライアンスの変化 
 パブリッシャーとプラットフォーム企業とのアライアンスが変わる時、その他のアライ
アンスに与える影響について考察するために、プラットフォーム企業とのアライアンスを
変えたことのあるパブリッシャーのデータを選出する。具体的には、観察期間である 2001
年から 2009 年までの 9 年間で、当初は任天堂あるいは SCE のどちらかとアライアンスを
築いていたが、その後は今まで協力経験のないプラットフォーム企業とアライアンスを構
築したことのあるパブリッシャーを探索した。上記手続きの結果、30 社のパブリッシャー
が、観察期間中にプラットフォーム企業とのアライアンスを変えていた。 
続いて、これらのパブリッシャーが新しいプラットフォーム企業とアライアンスを作った
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ときに発売したゲームソフトのデータを抽出した。結果として、これら 30 社は新しいプ
ラットフォーム企業とアライアンスを構築する年において、新しいプラットフォーム企業
に対して 42 個のソフトを提供していた。最終的にはこの 42 個のソフトに注目して、パブ
リッシャーのアライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンスの変化を考察する。 
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第 3 章 事例：日本のビデオゲーム産業 
 本章では、ゲーム産業を事例として、あるアライアンスの変化が他のアライアンスに与
える影響について考察する。まずゲーム産業の発展の歴史について、任天堂とソニーコン
ピュータエンターテインメント(以下、SCE と略称する)という二つのゲームハードメーカ
ーに焦点を当てながら検討し、次いでゲーム産業の持つ特徴について見ていく。 
 ゲーム産業に関する質的な記述の後は、定量的なデータを用いて 2001 年から 2009 年
のゲーム産業におけるアライアンス間の関係について探索的に見ていく。まず、どのよう
なアライアンスの活用が焦点企業であるパブリッシャーのパフォーマンスに好い影響を与
えるのかについて、データを用いて明らかにしていく。次いで、パブリッシャーのある特
定のアライアンスの変化が、他のアライアンスに及ぼす影響について、こちらも量的デー
タを用いて明らかにしていく。 
 
第１節 日本家庭用ビデオゲーム産業概観 
第１項 家庭用ビデオゲームの概念 
元来、「ビデオゲーム」とは、1978 年にタイトー社が発売した「スペースインベーダー」
などに代表されるような、ゲームセンターやアミューズメント施設にあるテーブル型ゲー
ムに対する呼称であった。だが、日本では 1983 年に初の家庭用ビデオゲーム機である「フ
ァミリーコンピューター」(以下、ファミコン)が任天堂から発売されたため、前者を「業
務用ビデオゲーム」、後者を「家庭用ビデオゲーム」と呼ぶようになった。 
その後の家庭用ビデオゲーム機の隆盛の中で、「家庭用ビデオゲーム」は「テレビにつ
ないで遊ぶ」部分が重視されて「テレビゲーム」と呼ばれるようになった。このこともあ
り、日本では「ビデオゲーム」というと、従来の使われた方どおり、ゲームセンターやア
ミューズメント施設にあるテーブル型ゲームを指すことが多い。これとは逆に海外では、
「家庭用ゲーム」を指し「ビデオゲーム(Video Game)」と称することが多い。 
本研究では、上記の混乱を避けるため、家庭用テレビモニターに接続するタイプの据置
型ゲーム専用機またはモニターを内蔵した携帯用ゲーム専用機を使用するゲームを「家庭
用ビデオゲーム」とする。 
 
第２項 家庭用ビデオゲーム産業の歴史―日本を中心に 
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表 5 ビデオゲーム機の変遷 
年  ゲーム機  会社  ゲーム機の種類 
1977  ATARI2600  ATARI  据置型 
1983  ファミコン  任天堂  据置型 
1987  PC エンジン  NEC ホームエレクトロニ
クス  
据置型 
1989  メガドライブ  セガ  据置型 
 ゲームボーイ  任天堂  携帯型 
1990  スーパーファミコン  任天堂  据置型 
 ゲームギア  セガ  携帯型 
1994  プレイステーション  SCE 据置型 
1996  Nintendo64  任天堂  据置型 
1998  ゲームボーイカラー  任天堂  携帯型 
1999  ワンダースワン  バンダイ  携帯型 
2000  プレイステーション 2 SCE  据置型 
2001  ゲームキューブ 
ゲームボーイアドバンス  
任天堂  
任天堂 
据置型 
携帯型 
2002  Xbox  マイクロソフト  据置型 
2003  ゲームボーイアドバンス SP 任天堂  携帯型 
2004  ニンテンドーDS 任天堂  携帯型 
 プレイステーションポータブル  SCE  携帯型 
2005  Xbox360  マイクロソフト  据置型 
2005  ニンテンドーDS Lite 任天堂  携帯型 
2006  プレイステーション 3 SCE 据置型 
 Wii 任天堂 据置型 
出所：コンピュータエンターテインメントソフトウェア協会『CESA ゲーム白書』の各年版より筆
者作成. 
 
家庭用ビデオゲーム産業の立ち上げ期 
日本の家庭用ビデオゲーム産業(以下、ゲーム産業と略称する)の歴史は、1983 年にまで
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さかのぼる。それまではゲームと言えば業務用ビデオゲームや「ゲームウォッチ」などの
ように、ハードとソフトが一体となったものが日本では一般的であった。しかし、この年
に任天堂から発売されたファミコンは、それまでのゲームとはまったく異なるアーキテク
チャを採用していた。ハードとソフトをアンバンドリングさせ、ひとつのハードでもソフ
トさえ差し替えれば多くのゲームを楽しめるものだったのである。 
このハードとソフトのアンバンドリングは、かつて存在したアメリカのゲーム機メーカ
ーである ATARI 社が 1977 年に発売した「ATARI2600」によって初めて実現された。
ATARI2600 によるハードとソフトの分離は多くのソフトメーカーの市場参入を導き、
1970 年代後半から 1980 年代前半において、アメリカのゲーム産業は大きく拡大した。 
しかし、1983 年頃になるとアメリカのゲーム産業は大きく衰退していく。その原因とな
ったのが、ATARI 社の採用していたオープンなソフト開発方式である。ATARI 社はハー
ド開発とソフト開発をアンバンドリングすることで、自前でハードを開発するだけの資産
を持たない企業であってもゲームソフトを開発・販売できるような市場を作り上げた。こ
れによってアメリカのゲーム産業は大きく拡大したが、ATARI 社は自社のハード用に開発
されたソフトの品質管理などにはほとんど関与しなかったため、次第に市場に粗悪なソフ
トが氾濫するようになった。粗悪品を購入してしまった消費者は、ゲームという新しい商
品、新しい産業自体へ不信感を抱くようになり、その結果として ATARI 社の倒産だけで
はなく、アメリカのゲーム産業全体の衰退を招く結果となってしまった。これが 1983 年
に起きた「アタリショック」と呼ばれるゲーム市場の崩壊である。 
このアタリショックに至る市場衰退を横目に見ていた任天堂は、1983 年に発売したファ
ミコンにおいて、ATARI 社とは異なるソフト開発方式を採用した。ATARI 社がノーコン
トロールとも言えるほどのオープンなソフト開発方式であったのに対して、任天堂はソフ
トの品質や発売本数などに関して厳しいチェックとルールを設けたクローズな開発方式を
採用したのである(小橋, 1998; 藤川, 1999)。 
この開発方式は大きく功を奏した。厳しい品質管理と発売本数の制限によって市場に出
回る FC 用ソフトの品質が高い水準が保たれ、それによりまだゲームに対する一般的な認
知度が低かった日本において、「ゲームは楽しいものだ」という価値観を醸成することに、
任天堂は成功したのである。 
この頃のソフト開発のプレイヤーは、主にハード開発会社でもある任天堂(ファーストパ
ーティ)、任天堂など有力なソフトメーカーのブランドのもとにソフトを開発するセカンド
~ 35 ~ 
 
パーティが中心であった。ゲーム産業自体が黎明期でもあったため、ハードについてもっ
ともよくわかっている任天堂が中心となって強いコントロールを行うことで、確実にゲー
ム産業は立ち上げられた。それに加えて、高い品質水準を実現でき、自社ブランドでソフ
トを発売する任天堂によって厳選されたサードパーティも、現在ほど数は多くはないが重
要なソフト提供者となっていた。 
 以降、数年にわたって任天堂の覇権が続くが、市場の拡大に伴って競争相手も出現する
ようになってきた。1987 年には NEC ホームエレクトロニクスが 8 ビットで CD-ROM 形
式の「PC エンジン」を発売した。また 1989 年にはセガが 16 ビットで ROM カートリッ
ジ形式を採用した「メガドライブ」を発売し、ハードの性能差を武器に任天堂に対抗しよ
うとする企業が現れ始めた。 
 このような競争相手に対抗するために、またより高性能なハードによって市場をいっそ
う拡大するために、任天堂は新たなゲーム機として 16 ビットで ROM カートリッジ形式を
採用した「スーパーファミコン」(以下、SFC)を 1990 年に発売した。PC エンジンもメガ
ドライブも決して失敗したハードではないが、それまでに任天堂が築き上げたゲームメー
カーとしての評判や信頼性などを凌駕することはできず、この世代のゲーム機においても
任天堂は国内で大きなシェアを獲得するに至った。 
 
家庭用ビデオゲーム産業の拡大期 
 1990 年代も半ばにさしかかると、任天堂がファミコンや SFC によって築き上げてきた
「ゲームは楽しいものだ」という価値観は、市場において一般的なものとなってきていた。
そのような状況の中で出現したのが、SCE が 1994 年に発売したプレイステーション(以下、
PS と略称)である。 
 PS のソフト開発にはいくつかの特徴があった。ひとつは、PC エンジンと同じように
CD-ROM 形式を採用していた点であり、もうひとつは任天堂とは対照的にオープンなソフ
ト開発方式を採用していた点である。この後者の特徴が、結果としてその後の PS の大成
功を導くこととなった。 
 前述のとおり、任天堂がファミコンを発売した当初は、まだゲームが価値のあるものな
のかわからない状況であった。そのため任天堂はクローズなソフト開発体制による厳しい
品質コントロールを行うことによって厳選されたソフトだけが市場に流通するような状況
を作り出し、ゲームに対する消費者からの信頼を築き上げ、先駆者として確固たる地位を
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築いていった。 
 だが、ファミコンの発売から 10 年余りが経過した 1994 年頃は、当時とは大きく状況が
変わっていた。ゲームは若年層の遊び道具として、「面白いもの」としてすでに広く受けい
れられる商品となっていた。このような状況では、クローズなソフト開発によってソフト
品質をコントロールする必要性はあまりない。むしろ、任天堂の努力によって築き上げら
れた「ゲームは面白いものだ」という消費者の価値観を前提として、多種多様なゲームへ
のニーズに応えられるように、多種多様なソフトが次々と開発される開発体制を築いてい
く必要があった。SCE は任天堂が採用していた従来のクローズな開発体制ではなく、オー
プンな開発体制をとることで、多くのソフト開発会社を産業へ招き入れ、任天堂による一
発必中型の開発体制から多産多死型の開発体制へと移行を図った。ここに、クローズな開
発体制をとる市場の覇者である任天堂と、オープンな開発体制をとる新規参入者である
SCE の間での競争が勃発したのである。 
この競争の結果は、SCE の圧勝であった。任天堂は SFC の後継機種として Nintendo64
を 1996 年にリリースして挽回を図ったが、その頃にはすでに PS が広く普及しており、翌
97 年にはほぼゲーム市場におけるデファクトスタンダードと言っても過言ではないほど
となっていた。ここで、任天堂から SCE へとゲーム市場の覇権が移行したのである。 
任天堂と SCE の成否を分けた要因はさまざまなものが挙げられているが、そのもっとも
重要な鍵となったのは前述の開発体制の違いだろう。任天堂はファミコン、SFC、そして
Nintendo64 と、常にクローズな開発体制をとり続けてきた。それはもちろん質の高いソ
フト開発に寄与したが、必然的に多くのサードパーティを自社陣営に巻き込むことができ
ず、特に Nintendo64 ではなかなかソフトが発売されないというような状況となってしま
っていた。また、任天堂は継続してカートリッジ方式を採用していたが、この方式は再生
産に時間がかかるため突発的な需要変動に対応できず販売機会を逃すであるとか、PS のソ
フトと比較して高価であるなど、市場を明け渡すいくつかの要因の元となってしまった。 
これに対して PS がとったオープンな開発方式は、任天堂のクローズな開発方式の持つ
欠点をことごとくクリアするものであった。オープンであるため、多くのサードパーティ
を自社陣営に巻き込むことができ、それによって多種多様なソフトを市場に提供すること
ができた。また、PS の採用した CD-R 方式は、カートリッジ方式よりもすぐに再生産が可
能であったため、急な需要の増加にもすぐに対応でき、販売機会を逃すことが尐なかった。
さらに、CD-R 方式のソフトはカートリッジ方式と比較してかなり価格が安かったため、
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消費者のボリュームゾーンと考えられる若年層も、自分のおこづかいでソフトを購入する
ことができた。有力な二社の競争もあり、1997 年にはゲーム市場の産業は過去最大のもの
となったのである。 
 
家庭用ビデオゲーム産業の低迷、そして復活 
1997 年に最大規模となったゲーム産業であるが、その年をピークとして翌年以降は徐々
に衰退し始めた。当然 SCE や任天堂がそのような状況を黙って見ているわけもなく、SCE
は PS に続くハードとして 2000年 3 月に DVD再生機能を備えた「プレイステーション 2」
(以下、PS2 と略称する)を、そして任天堂も 2001 年 7 月に「ゲームキューブ」(以下、GC
と略称する)を発売し、ゲーム市場の復活へのテコ入れを行った。 
 
 
出所：電通総研『情報メディア白書』の各年版により筆者作成. 
図 1 家庭用ビデオゲーム産業国内市場規模の推移(単位：十億円)vi 
 
だが、テコ入れの効果は薄く、この衰退の傾向は一向に改善されなかった。1997 年から
の下降傾向は止まらず、1997 年のピーク時には 7,580 億円だった市場規模は、2004 年に
は 4,360 億円にまで急速に縮小してしまったのである。 
それでは、なぜこのような衰退が起きたのか。ゲームハードの売上推移を示したグラフ
を見ると、GC はそれほど売れていないが、PS2 は PS の発売時と遜色のないほどに売れて
いる。ゲームハード自体は売れていたのである。 
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出所：電通総研『情報メディア白書 2001』により筆者作成. 
図 2 ゲームハード別の国内出荷台数の推移(単位：万台) 
 
ゲームハードが売れているにもかかわらず売上額ベースでの市場が縮小するというこ
とは、ソフトが売れていないということを意味している。実際に各ハード別にソフトの販
売本数を算出した図 3 を見ると、その傾向を見てとることができる。GC はハード自体の
販売台数の尐なさもあるため、それに伴ってソフトの販売本数も尐なくなっていることは
理解できる。だが、販売台数自体は順調だった PS2 も、発売当初は検討したものの、その
後のソフトの販売本数の伸びは芳しくなく、ピーク時(2004 年)のソフト販売本数は PS の
ピーク時の半分弱程度に留まっている。これには携帯電話の普及など、ゲームと競合する
若余暇の過ごし方が広まったこともあろうが、魅力ある新奇性の高いソフトが提供できず、
消費者に飽きられてきたのではないかと考えられる。 
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出所：電通総研『情報メディア白書』各年版により筆者作成. 
図 3 国内ソフトウェア出荷規模の推移(万本) 
 
このような状況の中で、再び SCE と任天堂はゲーム産業復興のために新たなハードを市
場投入した。SCE は「プレイステーションポータブル」(以下、PSP と略称する)、任天堂
は「ニンテンドーDS」(以下、DS と略称する)という携帯ゲーム機を、それぞれ発売した
のである。 
この効果は大きかった。特に DS の売上はすさまじく、過去にヒットしたとされるファ
ミコンや SFC、PS や PS2 を遥かにしのぐ勢いで売れ続け、発売後の二年間で約 1,600 万
台を売り上げることとなった。そして、PSP と DS の発売に続いて,SCE がプレイステーシ
ョン 3(以下、PS3 と略称する)を、任天堂が Wii を、それぞれ 2006 年に発売した。 
この 2004 年から 2006 年にかけての新たなゲームハードの発売は、衰退著しかったゲ
ーム市場を復活へと導いた。2004 年のどん底から、見事な V 字回復を果たしたのである。
その後の 2007 年には、最盛期である 1997 年に近い水準までその市場規模を回復させるに
至った。 
 
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04
スーパーファミコン
PS
PS2
GC
Xbox
ファミコン
SEGA
N64
~ 40 ~ 
 
 
出所：電通総研『情報メディア白書』の各年版により筆者作成. 
図 4 家庭用ビデオゲーム産業国内市場規模の推移(単位：十億円) 
 
この見事な V 字回復において重要な役割を果たしたのが、任天堂が発売した DS と Wii
の両ハードである。両ハードには共通するひとつの特徴があった。それは、これまでゲー
ムで遊ぶことのほとんどなかった人々まで、その顧客としたのである。 
この狙いは両ハードのヒューマンインターフェースに象徴的に現れている。通常のゲー
ムハードは、キャラクターなどを移動させる十字キーと複数のボタンが配置されたコント
ローラーを用いてゲームを操作する。この操作は、ゲームに慣れていない人には厄介なも
のだ。 
だが、DS はタッチペンという直接画面に触れて操作する棒状のインターフェースで、
また Wii は画面に向かって振ることで操作が出来る Wii リモコンというインターフェース
をそれぞれ導入した。これらは直感的に操作できるものであるため、それまであまりゲー
ムに触れてこなかったお年寄りなども気軽にゲームに触れることができるようになった。 
また、ソフトのラインナップからも、ゲーム人口の拡大という狙いを見てとることがで
きる。DS では、気軽に脳の活性化を図ることが出来る『東北大学未来科学技術共同研究
センター川島隆太教授監修・脳を鍛える大人の DS トレーニング』というソフトが爆発的
にヒットし、初期における DS の象徴的なソフトとなった。これらの任天堂のゲーム人口
拡大を狙ったハード開発によって、ゲーム産業は再び息を吹き返した。そして、この V 字
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回復に伴って、PS の発売以降 SCE に奪われたままだった覇権を、任天堂が再び奪取した
のである。 
 
 
出所：電通総研『情報メディア白書』の各年版により筆者作成. 
図 5 ゲームハード別の国内出荷台数の推移(単位：万台) 
 
第３項 家庭用ゲーム産業における企業間取引の特徴 
これまではゲーム産業の発展の歴史について、任天堂と SCE という二つのゲームハード
メーカーに焦点を当てながら考察した。続いては、このような変遷の裏側に存在するゲー
ム産業の特徴について説明する。 
 
複数プレイヤーの恊働 
産業の構造から見ると、第 2 章で示したように、ゲーム産業にはプラットフォーム企業、
パブリッシャー、ソフト開発会社、コピーライトホルダーという四つのプレイヤーが存在
する。それぞれのプレイヤーが異なる機能を遂行している。任天堂やセガのようにひとつ
の企業がゲーム機の企画・製造・販売からゲームソフトの企画・開発・販売まで全ての機
能を遂行するケースもあるが、基本的には複数のプレイヤーが協力してゲームを発売する
ことがより一般的になっている。 
複数のプレイヤーが協力してゲームを出すことが普遍的になった理由はいくつかある。
まず、ゲーム産業の発展とともに、技術上の高度化に伴うゲーム開発費が高騰し、ゲーム
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開発技術者の人件費が高くなってきた。一つの企業は全ての機能を遂行しようとするとき、
売上不振によりコスト回収が困難になった場合のリスク面の問題が徐々に深刻化してきた。
ゲーム会社経営をより合理的に考える必要が出てくる(コンピュータエンターテインメン
トソフトウェア協会, 2010)。そこで、業界全体的にゲーム開発業務に専念するソフト開発
会社等のようにプレイヤーが一つあるいはいくつかの機能に特化する流れが進む。 
次に、ゲームはコンテンツ産業であり、基本的には消費者の欲求は多様である。企業は
それを応えることによってはじめて、市場全体の規模を拡大することができる。したがっ
て、ゲーム産業における企業は消費者の多種多様なゲームへのニーズに応えられるように、
多種多様なソフトが次々と開発される開発体制を築いていく必要がある(新宅他, 2003)。
ゲーム産業では、従来の一つの会社が全ての機能を遂行するクローズな開発体制ではなく、
オープンな開発体制をとることによって、多くのソフト開発会社を産業へ招き入れ、多様
なソフトを開発できる体制へと移行することが考えられる。 
また、ゲームはエンターテイメント商品なので、消費者は新規性を求める傾向がある。
現在では、ゲームの消費層を拡大するために、人気なキャラクターや話題になった漫画、
映画等をゲームとして制作されることが多くなってくる。したがって、多くのコピーライ
トホルダーはゲームソフトの創出に参入して、ゲーム産業における一つ重要なプレイヤー
になってくる。 
以上の原因で、現在のゲーム産業ではキャラクターもののソフトを作らない限りはコピ
ーライトホルダーは必要ないが、それでもパブリッシャーがソフトを開発・発売する際に
は複数のプレイヤーとの関わりが必須となる。 
 
ハードとソフトの分離 
現在のゲーム産業において、ハード機の生産・販売とゲームソフトの開発・販売は分離
して行われていることがゲーム産業のひとつの重要な特徴である。しかし、ビデオゲーム
がビジネスとして認知される最初の時、ビデオゲーム機の大半は、ソフトとハードが事実
上一体化しており、一つの機種で遊べるゲームの種類が 1 種類あるいは多くても数種類と
いう状況であった。 
その状況を一変させたのは 1983 に発売された任天堂の「ファミコン」である。任天堂
はサードパーティからのゲームソフト供給を可能にするオープン化を行なった。その後、
ほぼ全ての機種で、ハードとソフトの分離という構造は維持されてきた。ゲーム産業では、
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ハード機の生産とゲームソフトの開発が分離して、多様な企業の参入が容易になり、それ
ら企業が多様なゲームソフトを提供したことはゲーム産業の市場の急速な成長を遂げた一
つ重要な要因である。今のゲーム産業では、パブリッシャーはハード機の生産と販売はし
なくって、ソフトの開発と発売だけを機能している。 
図 6 で見えるように、ソフトとハードの市場推移から見れば、今ではソフトウェアはハ
ードウェアより大きな市場規模を持っていることがわかる。 
 
 
出所：コンピュータエンターテインメントソフトウェア協会『CESA ゲーム白書』の各年版 
より筆者作成. 
図 6 ソフトとハード別の国内ビデオゲーム市場の推移(単位：億円) 
 
一方、ゲーム産業ではたとえパブリッシャーやソフト開発会社はゲームを開発しても、
ハードがないと意味がない。消費者はゲームを遊べるために、プラットフォームであるハ
ードが必要であるからだ。「モンスターハンター」や「ファイナルファンタジー」といっ
た人気シリーズをはじめとして、バラエティ豊かなソフトウェアの数々が、ゲーム産業の
成長を支えてきたと見られるが、ハードが存在する限り、ゲームソフトの意味があるとい
う点が見過ごすことができない。 
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ゲーム産業のもう一つの重要な特徴はハードの仕様が固定している点である。ゲーム産
業の場合には、任天堂やソニー等のプラットフォーム企業は先にハードを完成して、その
仕様をつくりあげてきた。その後、パブリッシャーや開発会社等のソフトメーカーはその
仕様を与えられたものとして、ソフトの開発を行うことになる。 
したがって、ゲーム産業ではハードの仕様が固まっており、ソフト開発会社はソフトの
製作に応じてハードの仕様を変更したり、ハードの品質を操作したりことはできない。ま
た、ハード機の仕様が固定化されているので、パブリッシャーやソフト開発会社はそのハ
ードのために投資をすると、他のものに転用しにくいである。 
このようなハード機の仕様の固定化によって、プラットフォーム企業はパブリッシャー
のアライアンス・ポートフォリオ内において強い影響力を持つ可能性が高いことが考えら
れる。 
 
ネットワーク外部性 
ゲーム産業では、ハード機とゲームソフトの間ネットワークの外部性が存在すると言わ
れている(新宅他, 2003)。一般的にネットワークの外部性とは、その財のユーザー数が増
えると、ユーザー一人ひとりの効用が上昇する効果を指す。 
ゲーム産業において、まず消費者から見ると,あるハードで使用可能なソフトウェアがど
れだけ魅力的かが非常に重要である。多様なソフトウェアが供給され、人気のあるゲーム
ソフトが使えるハードウェアであればあるほど、消費者のそのハードに対する需要は高く
なって、そのハードの価値が上昇して、普及率が上がることが考えられる。また、ゲーム
制作者から見ると、あるハードウェアがどれだけ消費者に需要されているかは重要である。
そのハードの保有者がソフトウェアに対する潜在的な需要者であり、ほとんど保有者のい
ないハードにソフトを供給してもそのソフトを誰も使ってくれないからである。そのため、
なるべく累積販売台数の多いハードウェアに対してゲームソフトを供給しようという意図
が働く。これらの点を併せて考えると、人気のあるハードウェアに対しては、多数の魅力
的なゲームソフトが供給され、それがそのハードウェアの人気をさらに高めるという形で
プラスのフィードバックが広がっていく。このようなソフトの供給とゲーム機の普及は互
いに相手を強め合う関係はゲーム産業におけるネットワーク外部性の基本的構造である。 
ゲーム産業でネットワークの外部性が働いているので、パブリッシャーがゲームを出す
とき、どのプラフォームからソフトを出すかはとても重要となる。 
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図 7 は日本国内のハード別のソフトウェア出荷規模の推移を示す。図 7 とこの前のハー
ドの出荷規模を示した図 5 と対照して見ると、ある時期で人気であるハードに対して、ソ
フトウェアの販売本数も多いことが確認できる。ひいては、ゲーム産業でのネットワーク
外部性が存在することが理解できる。したがって、パブリッシャーのアライアンス・ポー
トフォリオにおいて、プラットフォーム企業がもっとも強い影響力を持っていると考えら
れる。 
 
 
出所：電通総研『情報メディア白書』の各年版により筆者作成. 
図 7 ハード機別国内ソフトウェア出荷規模の推移(万本) 
 
以上のことから、ゲーム産業におけるアライアンス・ポートフォリオは、プラットフォ
ーム企業、パブリッシャー、ソフト開発会社、コピーライトホルダーという四つのプレイ
ヤーによって構成されることがわかる。加えて、ゲーム産業のアライアンス・ポートフォ
リオにおいては、プラットフォーム企業がもっとも強い影響力を持っていると推察される。
以下では、まずゲーム産業のアライアンスの特徴について、定量データから見ていく。次
いで、アライアンス・ポートフォリオにおけるひとつのアライアンスの変化が他のアライ
アンスに与える影響、アライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンス間の相互作用
について、同様に定量データを用いて明らかにしていく。 
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第２節 定量データから見るゲーム産業のアライアンス 
まずデータから、パブリッシャー数、ソフト開発会社数とコピーライトホルダー数の推
移を見る。図 8 で示したように、ゲーム産業には複数のプレイヤーが存在しており、ソフ
トの制作には多くの企業が参加することがわかる。 
 
 
出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 のデー
タによって筆者作成. 
図 8 パブリッシャー数、開発会社数とコピーライトホルダー数の推移 
 
次に、任天堂、SCE とその他のパブリッシャーが発行するタイトル数の比較を見る。図
9 で示したように、任天堂と SCE はプラットフォーム企業であり、産業内で一番大きな力
を持つとは言え、発売したタイトルはそれほど多くはなく、この 2 社以外のパブリッシャ
ーが発売したソフト数のほうが多い。ゲーム産業でハードとソフトの分離によって、プラ
ットフォーム企業以外に、多数で多様な企業が参加していることは検証できる。 
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出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 の 
データによって筆者作成. 
図 9 任天堂、SCE と外のパブリッシャーが発行するタイトル数の推計(単位：個) 
 
 2 章において、パブリッシャーはソフト開発とコピーライト提供機能を同時に遂行する
ことができると述べた。それでは、パブリッシャーは実際にソフト開発会社やコピーライ
トホルダーとアライアンスを築くのだろうか。また、パブリッシャーはどの程度の頻度で
ゲーム産業内のその他のプレイヤーとアライアンスを構築するのか。 
 パブリッシャーが発売するソフトの自社開発率とコピーライト自社独占率を見ると、自
社開発率は平均で 50%の水準で、コピーライトの自社独占率はさらに低い水準であること
がわかる。したがって、パブリッシャーはゲームを発売する時、頻繁的にゲーム産業内の
その他のプレイヤーとアライアンスを作ることが考えられる。 
 
280
293 304 294
309 309 302
274 266
23
20 23
57 41 39 34 26
49
25
16 14 23
29 26 18 16
24
0
50
100
150
200
250
300
350
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
パブリッシャー
が発行するタイ
トル数
任天堂発行する
タイトル数
SCE発行するタ
イトル数
~ 48 ~ 
 
 
出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 の 
データによって筆者作成. 
図 10 パブリッシャーが発売するソフトの自社開発率とコピーライト自社独占率 
  
次に、ゲーム産業におけるパブリッシャーが構築したアライアンス・ポートフォリオの
実態を見ていく。まずパブリッシャーとソフト開発会社とのアライアンスに注目する。図
11 でわかるように、パブリッシャーはアライアンスを構築する時、同じソフト開発会社と
反複的なアライアンスを構築する比率は観察期間内で徐々に高くなる傾向がある。 
 一方、平均的に見れば、パブリッシャーは探索的に新しいソフト開発会社とアライアン
スを作る比率は低くない。したがって、パブリッシャーはアライアンスを作る時、新しい
ソフト開発会社と作る場合もあるし、活用的に同じソフト開発会社と協力する場合もある。 
 
56% 54%
45% 42%
48%
44% 47%
42%
44%47%
33%
32% 31%
39%
40%
43%
50%
43%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
自社開発比
率
コピーライ
ト自社独占
比率
~ 49 ~ 
 
 
出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 のデー
タによって筆者作成. 
図 11 開発会社の探索と活用の推移 
 
 次に、パブリッシャーとコピーライトホルダーとのアライアンスを考察する。ここでは
開発会社の場合と違って、パブリッシャーは全体的に新しいコピーライトホルダーより同
じコピーライトホルダーと反複的アライアンスを作る傾向があることがわかる。 
 
 
出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 のデー
タによって筆者作成. 
図 12 コピーライトホルダー探索と活用比率 
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パブリッシャー中心のネットワーク図  
パブリッシャーのアライアンス・ポートフォリオ全体像及びその変遷をより分かりやす
くするために、本研究はパブリッシャーを焦点企業として、アライアンス・パートナーで
あるソフト開発会社とコピーライトホルダーとのネットワーク図を以下に描いてみること
にする。 
描写する前に、方法について簡単に説明しよう。まず、パブリッシャー、ソフト開発会
社とコピーライトホルダーをそれぞれの形と色で示す。青色の円はパブリッシャーを、赤
色の正方形はソフト開発会社を、黒色の三角形はコピーライトホルダーをそれぞれ表す。
企業が構築したアライアンスの数を円の大きさで表す。そうすると、同じ年において企業
が構築したアライアンス・ポートフォリオの規模がわかるだけでなく、一つの企業におけ
るアライアンス数を時系列で見ることができる。次に、企業間のアライアンスを灰色の線
で表す。企業間のアライアンスを構築するときパートナーの選択を見やすくため、企業間
アライアンス構築の頻度で表した。最後に、当該年度アライアンス・ポートフォリオのサ
イズが最も大きいパブリッシャー上位 10 社、開発会社とコピーライト上位５社を円の真
ん中に配置する。 
図 13 2001 年のパブリッシャーのネットワーク図 
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図 14 2009 年のパブリッシャーのネットワーク図 
  (図 13-14 はソフト UCINET 6.1 を使用して描写した） 
 
ここでは 2001 年と 2009 年のネットワーウ図だけを表記する。その他の図は付録で添
付する。 
観察期間である 2001 から 2009 年までのパブリッシャー中心のネットワーク図見ると、
尐なくとも以下のことが分かった。まず、ネットワークが詰まっていることより、パブリ
ッシャーはゲームを制作する時、頻繁的にソフト開発会社とコピーライトホルダーとアラ
イアンスを構築することがわかる。線の数と太さを見ると、ソフト開発会社とコピーライ
トホルダーの中、特定なパブリッシャーとしかアライアンスをつくらない企業があって、
これらの企業間で一種の相互依存関係が見える。9 年間ノードの数の推移から見るとソフ
ト開発会社とコピーライトホルダーの数がどんどん多くなって、ゲーム産業への新規参入
企業が多くなると考える。最後には、毎年構築したアライアンス数上位 10 社のパブリッ
シャーの推移から見るとあまり変わらなくて、大手パブリッシャーは安定していると見ら
れる。 
 
以上ではパブリッシャーはアライアンス・ポートフォリオを構築する時、パートナーと
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してのソフト開発会社とコピーライトホルダーの選択について記述的に考察した。次に、
パブリッシャーの選択は実際に企業のパフォーマンスにどのように影響するのかを見てい
く。ここでは、パブリッシャーはアライアンスを構築する時、ソフト開発会社とコピーラ
イトホルダーの探索と活用比率と企業のパフォーマンスとの相関分析を行われた。結果は
下の表で示したように、パブリッシャーは、同じソフト開発会社やコピーライトホルダー
と関係を継続する方がパフォーマンスが高い。 
 
表 6 アライアンスの探索と活用比率とパフォーマンス指標との相関vii 
変数 平均 標 準
分散 
最 小
値 
最 大
値 
1 2 3 4 
1.ソフト開発会社探索
比率 
0.40 0.41  .00 1.00     
2.ソフト開発会社活用
比率 
0.33  0.39  .00 1.00 -.369**    
3.コピーライトホルダ
ー探索比率 
0.32  0.33  .00 1.00 .400** -.212**   
4.コピーライトホルダ
ー活用比率 
0.46  0.38  .00 1.00 -0.076 .344** -.313**  
5.生産性(Log平均投資
回収効率) 
0.70  0.39  -.26 1.87 -0.01 .215** -0.095 .152** 
N=347. 有意水準: *p<.100; **p<.050; ***p<.001. 
  
これまでの考察によって、いかなる場合でもパブリッシャーはアライアンスを活用する
ほうがパフォーマンスが高いことが示された。したがって、パブリッシャーのアライアン
ス・ポートフォリオにおいてもっとも強い影響力を持っていると推察されるプラットフォ
ーム企業とのアライアンスが変わる際にも、ソフト開発会社やコピーライトホルダーとの
アライアンスは活用的であり続けようとする力学が働くはずである。実際にパブリッシャ
ーとプラットフォーム企業とのアライアンスが変わる際の,他のプレイヤーとのアライア
ンスの変化について見ていこう。 
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まずパブリッシャーはプラットフォーム企業とのアライアンスが変わる時、ソフト開発
会社とのアライアンスはどう変わるかを見ると、図 15 が示したように、パブリッシャーは
今まで協力経験のなかったプラットフォーム企業とアライアンスを構築するとき、ソフト
開発会社とのアライアンスも刷新する傾向が見える。 
 
 
出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 のデー
タによって筆者作成. 
図 15 パブリッシャーは今まで協力経験のなかったプラットフォーム企業とアライアンスを構
築するとき 
 
次に、図 16 からパブリッシャーがコピーライトホルダーとのアライアンスを見ると、ソ
フト開発会社とのアライアンスと同じような傾向が見られる。 
 
66%
74%
40%
34%
26%
60%
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
前の年 後の年
ソフト開発会社探
索比率
ソフト開発会社活
用比率
協力経験ないのPF
企業とアライアン
スを構築する時
~ 54 ~ 
 
 
出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 のデー
タによって筆者作成. 
図 16 パブリッシャーは今まで協力経験のなかったプラットフォーム企業とアライアンスを構築
するとき 
 
ここでは、ANOVA 分析で、パブリッシャーのアライアンスの変化が統計的に有意かど
うかについて確認した。パブリッシャーは新しいプラットフォームとアライアンスを作る
時はその他の場合と比べて、ソフト開発会社の探索比率でのグループ間の差は全て 1%レベ
ルで有意であり(F 値：10.585)、コピーライトホルダーの探索比率でのグループ間の差は
全て５%レベルで有意である(F 値：4.010)。したがって、パブリッシャーは新しいプラッ
トフォーム企業とアライアンスを作る時、ポートフォリオ内のソフト開発会社とコピーラ
イトホルダーとのアライアンスも刷新する傾向があることが考えられる。以下の表 7 と表
8 は ANOVA 分析の結果を示した。 
表 7 開発会社探索比率に対する ANOVA 分析 
  前の年 新し PF 企業とアライアンスを構築する時 後の年 
サンプルサイズ  77 27 135 
ソフト開発会社探
索比率 
Ave. 0.6623 0.7407 0.4074 
 S.D. 0.4620 0.4012 0.4779 
※F 値：10.585, グループ間の差は全て 1%レベルで有意(ANOVA) 
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表 8 コピーライトホルダーに対する ANOVA 分析 
  前の年 新し PF 企業とアライアンスを構築する時 後の年 
サンプルサイズ  93 31 133 
コピーライトホル
ダー探索比率 
Ave. 0.4228 0.5271 0.3322 
 S.D. 0.3698 0.3411 0.3854 
※F 値：4.010, グループ間の差は全て 5%レベルで有意(ANOVA) 
  
第３節 本章のまとめ 
本章では、まずゲーム産業のこれまで歴史上の変遷を見てきた。ゲーム産業は自動車や
鉄鋼業等の産業に比べて歴史は短いが、業界での変化が激しく、新しい動きも次々と生じ
ていると見られる。ゲーム産業の特徴から見れば、プラットフォーム企業は産業内で一番
大きな力を持っていることが明らかである一方、サードパーティであるパブリッシャー、
ソフト開発会社とコピーライトホルダーが頻繁的に互いに協力してゲームを創出すること
も見える。 
次いで、定量データからパブリッシャーがゲーム産業でのその他のプレイヤーと構築し
たアライアンス・ポートフォリオに対して考察した。パブリッシャーのアライアンス・ポ
ートフォリオ内のパートナーの選択が企業の業績に与える影響について、常に同じソフト
開発会社やコピーライトホルダーとの関係を継続するパブリッシャーの方がパフォーマン
スが高いことが明らかになった。 
この発見事実に基づいて、パブリッシャーとプラットフォーム企業とのアライアンスの
変化時におけるパブリッシャーとソフト開発会社・コピーライトホルダーとの関係の変化
について考えると、プラットフォーム企業との関係を変化させても、パフォーマンスを追
求するために既存のアライアンスを活用すると予想される。しかし、予想に反して、パブ
リッシャーはプラットフォーム企業を乗り換える際に、ソフト開発会社とコピーライトホ
ルダーとの関係をともに刷新してしまうことが多いということが発見された。 
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第 4 章 結果についての考察 
前章では日本における家庭用ビデオゲーム産業について、歴史的推移とデータ分析を組
み合わせることで記述した。事例を通じて観察されたのは次の二点である。ひとつは、パ
ブリッシャーはプラットフォーム企業を乗り換えようとも乗り換えなくても、常に同じソ
フト開発会社やコピーライトホルダーと関係を継続する方がパフォーマンスが高いという
こと。そしてもうひとつは、それにも関わらず、プラットフォーム企業を乗り換える際に
は、ソフト開発会社とコピーライトホルダーとの関係を刷新してしまう企業が多いという
ことである。 
 
アライアンス・パートナーの選択が企業のパフォーマンスに与える影響 
事例を通じて、ゲーム産業においてパブリッシャーは同じパートナーと活用的に反複的
なアライアンスを構築する方が、探索的に新しいパートナーとアライアンスを構築するよ
りも生産性が高いという結果を得た。 
この結果については三つの方向から解釈することができる。まずパートナー経験の次元
から見れば、企業は同じパートナーと反復的なアライアンスを構築することを通じて、そ
のパートナーとのアライアンス経験を蓄積することができる。このような経験は企業のそ
の後のアライアンス・パートナーに関する選択決定をガイドすることが出来るし、また、
企業とパートナー間の信頼、非正式な義務とロイヤルティーを育てることもできる(Gulati, 
1995a)。したがって、この経験は企業が構築したアライアンスでの機会主義的な行動を軽
減することができる。パートナー経験から生じる信頼やロイヤルティーはまたアライアン
スでのガバナンス・コストの低減と、アライアンス・パートナーが持つ資源への獲得を達
成することもできる(Dyer & Singh, 1998; Gulati, 1995b)。それに加えて、同じパートナー
との反復的なアライアンスで蓄積された経験は、パートナーとの間でコンフリクトが発生
する時、誤解の解消にも貢献することが考える。最後に、このような経験はアライアンス
成果の予測可能性を向上させる。したがって、企業はこのような反復的なアライアンスか
ら利益を得られると考えられる。 
次に、同じパートナーと反複的なアライアンスを構築することは組織間の知識と情報の
共有を促進すると言われる(Lavie & Rosenkopf, 2006)。企業は厳選したパートナーと再発
的なアライアンスを形成する時、新しい知識と情報の共有チャンネルを構築する必要がな
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くなり、この前のアライアンスで慣れた配置と方式を利用することができる。このことに
よって、現在のアライアンス内の企業間の交流がよりスムーズに行われることが考える。
したがって、パートナーとの反複的なアライアンスは知識と情報の流れを促進し、協力の
効率を高めることができる(Verspagen & Duyster, 2004)。 
アライアンスからの学習が企業のパフォーマンスに影響すると主張する先行研究もあ
る(Khanna, Gulati & Nohria, 1998)。学習は、一般的に知識の創造、保存、および移転を含
めている。これらのプロセスは価値創造に不可欠であるが、これらはしばしば人、タスク、
およびツールの相互作用を伴うので、企業間のコンテキストで発生することが難しいと言
われていた(Argote & Ingram, 2000)。だが、企業がパートナーと反複的なアライアンスを
作ることで、コラボレーションの効率を向上させる知識共有の慣行を確立すること、アラ
イアンス契約の適切なタイプの選択を導くルーチンを育成することと、企業のアライアン
スに対するマネジメントスキルを向上させることができ、これらの阻害要因のいくつかを
克服することができる(Gualti et al., 2009)。 
また、ゲーム産業の特徴から反複的なアライアンスを構築することのメリットを解釈す
ることもできる。まず、ゲーム産業はコンテンツ産業であり、需要の不確実性が高い。ゲ
ームソフトの成功に関しては当たり外れが大きく、特定の時期で流行しているゲームをす
ぐに出せるかどうかは重要であり、ゲーム開発で遅れが出ると売れるタイミングを失って
失敗に終わる可能性が高い。ハイリスクハイリターンなので実績のある下請けと進める方
が安定したパフォーマンスを上げられると想定される。パブリッシャーはアライアンスを
構築するとき、新しいパートナーを探すよりもむしろ協力経験のあるパートナーとアライ
アンスを作るのが業績に良いと考えられる。 
今回集計したデータに対する考察で、ゲーム産業においてパブリッシャーとデベロッパ
ーの再発アライアンスの平均時間間隔は 1.56 年で、パブリッシャーとコピーライトホルダ
ーの再発アライアンスの平均時間間隔は 1.59 年であることを発見した。自動車などといっ
た伝統的産業に比べて、ゲーム産業では企業間のアライアンスの更新はより頻繁に行われ
ることを示した。毎回新しいパートナーを変えると、協力期間が短いので、企業間の開発
ノウハウを吸収と共有することが難しいと考えられる。同じパートナーと反複的なアライ
アンスを構築することは、過去に蓄積されてきた開発ノウハウの蓄積・活用においては有
利である。 
先行研究において、アライアンス・パートナーの選択が企業のパフォーマンスに与える
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影響に対していくつかの実証研究が行われてきたが、その結果はさまざまなものであった。
協力経験のあるパートナーとの反復的なアライアンスは業績を促進することがないと主張
する研究もあるし(Goerzen, 2007; Hoang & Rothaermel, 2005)、それとは逆に反復的なア
ライアンスは企業のパフォーマンスに良い影響を与える研究もある(Gulati et al., 2009)。
今回の研究では、ゲーム産業において、パブリッシャーはアライアンスを構築する時、活
用的に協力経験のあるパートナーとアライアンスをつくる方のパフォーマンスが良いこと
を示した。 
先行研究と本研究との間の不一致は、いつくかの原因から発生する可能性がある。まず、
パフォーマンス指標の使用で不一致がある。Hoang & Rothaermel (2005)は医薬品の承認
をアライアンス成功の指標として使って、Gulati et al. (2009)はアライアンス公表後の企業
の累計的株式市場から得られる利益に注目して、本研究では企業がアライアンスで作った
ゲームソフトの業績に焦点を与える。 
次に、Hoang & Rothaermel (2005)が使ったサンプルは製薬企業とバイオテック企業と
の間で作った R&D アライアンスである。R&D アライアンスは効率性よりイノベーション
を重視するので、ずっど協力経験のあるパートナーとアライアンスを作ったら、新しい情
報が入手することが難しくて、イノベーションを行われにくいかもしれない。 
 
アライアンス・ポートフォリオ内のアライアンス間の関係がアライアンスの形成に
与える影響  
本研究の二つめの発見事実として、日本のゲーム産業においては、パブリッシャーはそ
れまで協力経験のなかったプラットフォーム企業とアライアンスをつくる時、新しいソフ
ト開発会社とコピーライトホルダーとアライアンスを構築することが明らかとなった。 
先行研究のなかで、Beckman, Haunschild & Phillips (2004)は不確実性を市場的なもの
と企業特殊的なものの二つに分類した。市場的な不確実性は全ての企業に対して同じよう
に影響するものであり、企業がコントロールできないものである。一方、企業特殊的な不
確実性はその企業自身に対してユニークで、企業がコントロールすることができる。また、
Beckman et al. (2004) は企業の新しい市場への参入、経営層の変動、新しい企業との合併
などの活動が企業特殊的な不確実性を引き起こすと認識する。企業特殊的な不確実性はそ
の企業自身に対してはユニークであるので、企業は企業特殊的な不確実性に対応する時、
現存の情報源が提供できる情報だけでは足りなくて、不確実性を軽減するために、追加的
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な情報を求める。企業のネットワーク内の新しいパートナーは新しい情報の重要な源泉で
あるため、企業は企業特殊的な不確実性を直面する時、探索的に新しいパートナーとアラ
イアンスを作る傾向がある。 
ゲーム産業において、新たなプラットフォームからソフトを発売するというのは、パブ
リッシャーにとって新しい市場への参入を意味する。したがって、パブリッシャーはこれ
まで協力経験のないプラットフォーム企業とアライアンスをつくる際に、企業特殊的な不
確実性に直面することになる。パブリッシャーはこのような時に新しいパートナーから新
しい市場に関する情報を得ようとするので、新しいソフト開発会社およびコピーライトホ
ルダーとアライアンスを構築すること考えられる。 
日本ゲーム産業において、パブリッシャーは継続的にソフト開発会社やコピーライトホ
ルダーと取引するほうがパフォーマンスが高いということは、すでにひとつめの発見事実
として述べた。しかし、その後の考察で、パブリッシャーはアライアンス・ポートフォリ
オ内でプラットフォーム企業とのアライアンスを変えるとき、ソフト開発会社とコピーラ
イトホルダーとのアライアンスも刷新していることがわかった。この結果はパブリッシャ
ーのアライアンス・ポートフォリオにおけるこの二種類のアライアンスの間、関係性が存
在して連鎖的に変化する可能性を示した。 
ゲーム産業ではハードの仕様が固定化されていて、ソフトメーカーはその仕様を与えら
れたものとして、ソフトの開発を行うことになる。異なるプラットフォーム企業が開発し
たハードでは当然仕様が異なるので、パブリッシャーや開発会社はあるハードのために投
資をすると、他のものに転用することが難しくなる。また、プラットフォーム企業間の企
業戦略や流通構造などにも大きな違いがあるとも言われている(新宅他, 2003)。したがっ
て、ひとつのプラットフォーム企業とのアライアンスで蓄積されたノウハウは、別のプラ
ットフォーム企業と提携する時、それまでと同じ価値を生み出すとは限らない。以上の原
因から、パブリッシャーは新しいプラットフォーム企業とアライアンスをつくるとき、そ
のプラットフォーム企業のハードに詳しいソフト開発会社やコピーライトホルダーとアラ
イアンスをつくらなければならない可能性がある。したがって、パブリッシャーのアライ
アンス・ポートフォリオにおけるプラットフォーム企業とのアライアンスは、ソフト開発
会社とコピーライトホルダーとのアライアンスと関連して、と考えるのである。 
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第 5 章 結び 
本研究の理論的、実務的貢献 
本章では、本研究における貢献、限界及び今後の課題を示すとともに、本研究を終わる
こととする。 
まず、本研究ではアライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンス間の連鎖的変化
が存在することを明らかにした。これはアライアンス・ポートフォリオにおけるアライア
ンスの形成を説明するとき新たな知見を与える。 
今までの研究は、アライアンス・ポートフォリオ内のアライアンスの構築に関して、ポ
ートフォリオ内の個々のアライアンスの視点から説明してきた。しかし、アライアンス間
の関係は、アライアンス構築の影響要因として考慮されてなかった。本研究ではポートフ
ォリオにおける個々のアライアンスはそれぞれ関係なく単独な存在ではなくて、ひとつの
アライアンスの変化が、ポートフォリオ内における他のアライアンスの変化にももたらす
ことを示した。 
また、アライアンス・ポートフォリオ内におけるアライアンス間の連鎖的な変化が存在
することは、アライアンス・ポートフォリオの進化をポートフォリオレベルで考察出来る
可能性がある。アライアンス・ポートフォリオの構成は一切変化しないものではなくて、
むしろそれは新しいアライアンスの形成(Ahuja, 2000)や既存のアライアンスの終了
(Makino et al., 2007)によって時間とともに変化する。これまでの研究では、アライアン
ス・ポートフォリオの変化を見る時、ポートフォリオにおける個々のアライアンスの形成
と終了は独立現象として考察されており、ポートフォリオの視点からそれらの変化を説明
する研究はなかった(Wassmer, 2010)。本研究では、アライアンス間には関係性があり、
ポートフォリオ内におけるひとつのアライアンスの形成あるいは終了は他のアライアンス
にも影響を与える可能性があることを提示した。これはポートフォリオの視点からアライ
アンス・ポートフォリオの進化を考察できることを示している。 
以上の知見は、実際の経営にも役立てることができる。本研究ではアライアンス・ポー
トフォリオにおけるアライアンス間の連鎖的変化があること、すなわちひとつのアライア
ンスが変わると、他のアライアンスも変わる可能性があることを示した。したがって企業
はアライアンス・ポートフォリオ内のアライアンスを変えようとするとき、単にそのアラ
イアンスの単独の効果だけを考えるのではなくて、ポートフォリオレベルでアライアンス
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変更の効果を評価すべきである。このように考えらないと、ポートフォリオ内のひとつの
アライアンスを変更したいにも関わらず、変更する必要性のない他のアライアンスも変わ
ってしまう状況に落ちる可能性がある。 
日本ゲーム産業に対しても、新たな知見が得られた。先行研究では日本ゲーム産業の特
徴を説明するとき、企業間の契約関係とハード機仕様の固定化などが挙げられていた(新宅
他, 2003)。新宅他(2003)は日本ゲーム産業において、企業間の垂直的関係に資本関係がな
く、企業は契約によって企業間関係を形成していると説明した。このことによって、ソフ
トメーカーが自由に参入と退出することができるというメリットが得られ、市場の活性化
と多様性を促進するとされてきた。また、契約関係のみによるつながりは、企業間の情報
共有の程度をかなり小さくすることがあるが、ゲーム産業ではハードの仕様の固定性によ
って企業間で一定水準以上の情報共有が可能となる。この二つの利点を同時に追求できる
ことはゲーム産業の特徴である。 
しかし、今回実際にデータから分析した結果、パブリッシャーはアライアンス・パート
ナーを選択するとき、協力経験のあるパートナーとアライアンスを作る方のパフォーマン
スが高いことを示した。これは、ゲーム産業では仕様の固定化による情報共有だけでは不
十分で、それに加えて長期な取引関係を通じて、情報共有のレベルを高くすることの必要
性を示していると言えよう。 
 
本研究における限界と将来の研究方向 
本研究の限界としては、まずデータの収集が不十分であることが挙げられる。本研究で
は毎年売上本数の Top 500 のゲームタイトルを用いたが、これはゲーム産業全体のデータ
ではない。ゲーム産業の全体像からそのアライアンスについて研究していくには、さらに
その他のデータ源を用いてデータを豊富に収集すべきであろう。また、本研究はデータの
入手可能性から 2001 年から 2009 年までの９年間のデータのみを使って分析と考察を行
ったが、今後の研究ではさらに長い分析期間と多様な時間間隔で分析する必要がある。 
次に、本研究はアライアンス・ポートフォリオにおけるひとつのアライアンスの変化が
他のアライアンス形成に与える影響を考察したが、この影響が最終的に企業の業績に与え
る影響について考察できていない。将来の研究方向として、アライアンス間の関係がアラ
イアンス形成に影響することのパフォーマンス効果に対する考察が挙げられる。 
また、本研究はアライアンス・ポートフォリオ内における個々のアライアンスの間に関
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係性があることを提示したが、将来の研究はこの関係を具体的に類型化して、もっと詳し
く考察する必要がある。 
そのほか、本研究はアライアンス・パートナー選択の業績効果を考察する時アライアン
ス・パートナーが新しいかどうかという側面だけに注目した。将来の研究ではパートナー
企業の組織上の属性や財務上の違いなど、ほかの側面でアライアンス・パートナーを捉え
て、パートナー選択の業績効果に対するさらなる考察が必要である。 
最後に、本研究はあくまでゲーム産業に限定したものであり、結果の一般性と汎用性が
限られていることが挙げられる。今後の研究では、本研究で得られた結果の適用可能性に
ついて考察していく必要があるだろう。 
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付録 
 図 17 から図までは 2002 年から 2008 年までのパブリッシャー中心のネットワークを図である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 17 2002 年のパブリッシャーのネットワーク図 
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図 18 2003 年のパブリッシャーのネットワーク図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 19 2004 年のパブリッシャーのネットワーク図 
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図 20 2005 年のパブリッシャーのネットワーク図 
 
図 21 2006 年のパブリッシャーのネットワーク図 
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図 22 2007 年のパブリッシャーのネットワーク図 
 
図 23 2008 年のパブリッシャーのネットワーク図 
（図 17-23 はソフト UCINET 6.1 を使用して描写した） 
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i この表は Wassmer (2010)に基づいて作成した表である。 
ii Doz & Hamel (1998)は「アライアンス・ウェブ」(alliance web)という用語を作り出して、「ポー
トフォリオより相互依存関係が強いが、ネットワークより統一性が尐ないのアライアンスの一つの
セット」と定義した。 
iii Lorenzoni and Baden-Fuller (1995)は Doz & Hamel (1998)と似たような「アライアンスの網」(web 
of alliance) という用語を作り出して、「一つ中心的な組織の戦略的なガイダンスによるアライアン
スネットワーク」と定義した。 
ivコンピュータエンターテインメントソフトウェア協会(2010)『2010CESA ゲーム白書』による。 
v電通総研『情報メディア白書』(2010)による。 
vi 市場規模はハード機とソフトウェアの売上高の合計である。 
vii注意すべきのは、ここでは全サンプルを使って作り上げた表である。実際では開発会社構造探索
と活用の有効サンプル数は 251 個で、コピーライトホルダー構造探索と活用の有効サンプル数は
270 個で、ピーライター属性探索と活用の有効サンプル数 268 個である。(Ex:自社開発や開発会社
の情報がない無効な探索活用データがあって、ここではそれらのデータの探索と活用を 0 にして、
全部のデータを含む相関である。 
